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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年
12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年
12月31日

売上高 (千円) 1,562,1362,585,6657,795,2193,573,0107,377,325

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 1,282,2111,898,949△275,5391,768,7592,784,911

中間(当期)純利益 (千円) 764,992 850,300 332,7922,248,705929,949

純資産額 (千円) 9,171,57918,894,38115,934,72112,486,41817,815,105

総資産額 (千円) 10,164,65245,929,43533,993,37216,095,80839,206,397

１株当たり純資産額 (円) 137,945.39168,906.31155,187.44170,428.74154,158.26

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 11,996.2613,141.705,586.8535,083.9414,851.62

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 11,111.0412,655.935,535.1832,895.9314,206.12

自己資本比率 (％) 87.0 22.9 27.2 68.2 23.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △116,374△111,676△1,677,274△12,7081,458,596

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,347,5875,081,8241,347,812△4,045,0594,400,817

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 231,984 902,326△1,094,5092,776,577△83,579

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,590,31010,424,7448,869,5514,541,09610,316,681

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
103
(32)

671
(64)

459
(91)

176
(35)

589
(37)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成18年４月１日付をもって、株式１株を３株に分割しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年
12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年
12月31日

売上高 (千円) 279,158 169,699 54,901 556,952 257,058

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 867,3461,414,336△368,3611,088,4221,651,138

中間(当期)純利益 (千円) 379,302 841,538 607,0861,401,764763,066

資本金 (千円) 223,122 231,312 234,903 225,159 234,651

発行済株式総数 (株) 64,092 66,432 67,458 64,674 67,386

純資産額 (千円) 8,099,3539,074,6058,685,3379,771,8308,154,730

総資産額 (千円) 8,534,08011,663,80312,757,89111,388,29811,358,140

１株当たり純資産額 (円) 126,370.74145,610.71144,639.35151,616.42135,492.15

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 5,948.0413,006.2810,191.6621,870.1012,186.44

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 5,577.3612,627.2710,097.4120,619.4911,864.69

１株当たり配当額 (円) － － － 1,000 2,000

自己資本比率 (％) 94.9 77.8 67.5 85.8 71.8

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
39
(14)

26
(7)

31
(６)

38
(11)

21
(８)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成18年４月１日付をもって、株式１株を３株に分割しております。
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２ 【事業の内容】

平成20年６月30日現在、当社グループは、当社、子会社17社、関連会社４社により構成され、エンターテイ
メント事業、メディア＆ソリューション事業、ファイナンス事業を主な事業の内容としております。
　
（1）主要な関係会社の異動
　
　　＜エンターテイメント事業＞

連結子会社として、平成20年６月に、オプティモグラフィコ株式会社が増加しました。
連結子会社でありました株式会社アエリアIPMは、平成20年２月に保有株式を譲渡したため、株式会社
ゲームポット及びその子会社２社は、平成20年４月に株式会社ゲームポットの株式を譲渡したため連結
子会社に該当しなくなりました。
　
＜メディア＆ソリューション事業＞
主な事業内容及び関係会社の異動はありません。
　
＜ファイナンス事業＞

   　連結子会社として、平成20年６月に、株式会社APMが増加しました。　　
 

　

３ 【関係会社の状況】

　(1)除外

　　連結子会社でありました株式会社アエリアIPMは、平成20年２月に保有株式を譲渡したため、株式　　　　　

　会社ゲームポット及びその子会社２社は、平成20年４月に株式会社ゲームポットの株式を譲渡した

　ため連結子会社に該当しなくなりました。

　

　(2)新規

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は
被所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）

オプティモグラフィコ株

式会社

（注）２

東京都杉並区 35,000エンターテイメント事業 100.0 －

株式会社APM
 （注）２

東京都港区 40,000 ファイナンス事業 100.0 役員の兼任あり。

(注)１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　２．特定子会社であります。　　　
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

エンターテイメント事業 59(41)

メディア＆ソリューション事業 53(11)

ファイナンス事業 303(34)

全社(共通) 44(５)

合計 459(91)

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマーを含みます。)は(　)内に当中間連結会計期間の平

均人員を外数で記載しております。

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

３．従業員数が前期末に比し、130名減少しておりますのは、主に連結子会社の減少によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 31(６)

(注)　１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマーを含みます。)は、当中間会計期間の平均人員を(　)

外数で記載しております。

２．従業員数が前年度末に比べて10名増加しましたのは、主に事業拡大のために採用を行ったことによるもので

あります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループでは、黒川木徳証券㈱において労働組合を結成しており（黒川木徳証券労働組合）、平成20

年６月30日現在における組合員数は71名であります、また当社及びその他連結子会社においては、労働組

合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間（平成20年１月１日～平成20年６月30日）におけるわが国経済は、原油高をはじめ
とする資源高や、サブプライムローン問題を背景とするアメリカ経済の減速懸念や世界的な金融不安等に
より、国内外の景気の先行きに後退懸念が広がりました。
インターネット関連業界では、引き続きブロードバンド環境の普及や、携帯電話等のモバイル端末の機
能向上が進み、市場規模の拡大が続いております。
このような環境のもと、当中間連結会計期間の売上高は、7,795,219千円となり、前中間連結会計期間
（平成19年１月１日～平成19年６月30日）に比べ5,209,553千円（前年同期比201.5％増加）増加しまし
た。主な要因としては、昨年子会社化いたしましたダイトーエムイー株式会社及び黒川木徳フィナンシャ
ルホールディングス株式会社の売上が寄与したこと、またAeria Games &  Entertainment,Inc.をはじめ
とする子会社の業績が順調に推移したことが挙げられます。
売上原価は、5,317,479千円となり、前中間連結会計期間に比べ3,851,135千円（前年同期比262.6％増
加）増加しました。この結果、売上総利益は2,477,739千円となり、前中間連結会計期間に比べ1,358,418千
円（前年同期比121.4％増加）増加しました。
販売費及び一般管理費は、前中間連結会計期間に比べ2,246,070千円（前年同期比274.9％増加）増加
し、3,063,142千円となりました。主な要因としましては、ダイトーエムイー株式会社及び黒川木徳フィナ
ンシャルホールディングス株式会社が連結子会社として増加したこと、当社において新規事業への投資活
動を積極的に行ったこと等が挙げられます。
営業損失は、585,402千円となりました。
営業外収益には、主に負ののれん償却額263,612千円、持分法による投資利益185,864千円が計上され、営
業外費用には、主に投資有価証券売却損159,554千円、支払利息46,843千円が計上されました。
経常損失は、275,539千円となりました。
特別利益には、主に関係会社株式売却益3,274,077千円、金融商品取引責任準備金戻入125,298千円が計
上され、特別損失には、主に貸倒引当金繰入602,000千円、投資有価証券評価損402,320千円が計上されまし
た。この結果、当中間連結会計期間の中間純利益は332,792千円となり、前中間連結会計期間に比べ517,507
千円（前年同期比60.9％減少）の減少となりました。

　

　事業別の営業概況は次のとおりであります。
　

①エンターテイメント事業
　オンラインゲーム事業につきましては、米国子会社Aeria Games &  Entertainment,Inc．が
『Last Chaos』をはじめとするオンラインゲームタイトルの配信をアメリカ及びカナダで行っており、平
成20年７月には累計登録会員数300万人を突破する等順調な成長を続け、売上を大きく伸ばしました。
コンソールゲーム開発を行っている株式会社アクワイアにおいては、自社タイトルのプレイステーショ
ン・ポータブル用ソフト『剣と魔法と学園モノ。』を販売開始する等売上を伸ばしております。
また、子会社でありました株式会社ゲームポットについては、平成20年４月に当社が保有する全株式を
売却し、連結の範囲から除外しております。
　以上の結果、当該事業の売上高は2,052,655千円（前年同期比0.9％増加）となりました。
　

②メディア＆ソリューション事業
ソリューション事業につきましては、当社において、受託部門を縮小し、新規サービスの立ち上げを行っ
た結果、売上は減少いたしました。一方で、データセンターサービスやSIサービスを行っている株式会社エ
アネットの業績が、売上・利益に貢献いたしました。
メディア事業につきましては、インターネットコム株式会社が運営するIT専門ニュースサイト「japan.
internet.com」において、顧客拡大や新サービスの開発に努め、売上・利益ともに堅調に推移いたしまし
た。
以上の結果、当該事業の売上高は463,238千円（前年同期比15.9％減少）となりました。

　
③ファイナンス事業

ファイナンス事業においては、昨年子会社化したダイトーエムイー株式会社の売上・利益が大きく寄与
しております。黒川木徳フィナンシャルホールディングス株式会社においては、市場出来高の減少の影響
を大きく受け、個人投資家による取引が減少したことや、昨年度中に実施いたしました商品先物事業子会
社の譲渡による事業撤退の影響により、受取手数料が大きく減少いたしました。
以上の結果、当該事業の売上高は5,317,993千円となりました。

　

なお、ファイナンス事業においては、前中間連結会計期間において売上高が発生していないため、前年同
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期比については記載をしておりません。

　

(2) キャッシュ・フロー
当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比
べ1,447,129千円減少し、8,869,551千円となりました。
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)
営業活動による資金の減少は1,677,274千円（前年同期は111,676千円の減少）となりました。これは、主

に税金等調整前中間純利益2,006,294千円を計上したものの、関係会社株式売却益が特別利益として計上さ
れていることや、立替金及び預り金の増減によるものであります。
　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)
投資活動による資金の増加は1,347,812千円（前年同期は5,081,824千円の増加）となりました。これは、
主に固定資産取得及び長期前払費用による支出があったものの、連結子会社売却による収入等があったも
のによるものであります。
　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)
財務活動による資金の減少は1,094,509千円（前年同期は902,326千円の増加）となりました。これは、主
に自己株式の取得による支出や、借入金の返済によるものであります。

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成18年 平成19年 平成20年

12月期 12月期 12月期

中間 期末 中間 期末 中間

自己資本比率（％） 87.0 68.2 22.9 23.7 27.2

時価ベースの自己資本比率（％） 249.7118.9 32.1 24.6 21.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） － － － 408.3 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － － 28.7 －

自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い
（注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
（注2）株式時価総額は自己株式を除く、発行済株式数をベースに計算しております。
（注3）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。 
（注4）有利子負債は連結貸借対照表上に計上されている負債のうち、利子を支払っている負債を
　　　　 対象としています。
（注5）算出の結果数値がマイナスとなる場合には「－」で表記しています。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）
前年同期比
(％)

エンターテイメント事業 － －

メディア＆ソリューション事業 － －

ファイナンス事業 839,983 －

合計 839,983 －

(注) １．金額は販売価格で表示しております。

　　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

  (2) 商品仕入実績

      当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

　　であります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）
前年同期比
(％)

エンターテイメント事業 － －

メディア＆ソリューション事業 － －

ファイナンス事業 3,082,654 －

合計 3,082,654 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同期比
(％)

受注残高（千円）
前年同期比
(％)

エンターテイメント事業 － － － －

メディア＆ソリューション事業 － － － －

ファイナンス事業 880,226 － 202,614 －

合計 880,226 － 202,614 －

（注）１．金額は販売価格で表示しております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）
前年同期比
(％)

エンターテイメント事業 2,052,655 0.9

メディア＆ソリューション事業 454,721 △17.4

ファイナンス事業 5,287,842 －

合計 7,795,219 201.5

(注) １．セグメント間の内部振替後の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合に

ついては、当中間連結会計期間において総販売実績に対する割合が10％を超える相手先が無いため記載を省

略しております。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た
に生じた課題はありません。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

５ 【研究開発活動】

当社グループの事業は、オンラインゲーム業界をはじめとする、比較的技術進歩のスピードが速い業界に
属しており、新たなコンテンツを企画開発していくことが、次の新たなビジネスモデルを構築することにも
繋がるため、常に組織的に最新情報を共有し、新技術を使ったソリューション、コンテンツ企画を進めてい
く方針であります。
当中間連結会計期間における主な活動内容としては、メディア＆ソリューション事業における新規Webサ
イトの企画・開発などが該当しており、研究開発費の総額は79,856千円となっております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　　　 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な新設計画、変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,400

計 113,400

　

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,458 67,566
大阪証券取引所
(ヘラクレス)

－

計 67,458 67,566 － －

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

①　平成15年12月３日臨時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 89(注)５ 71(注)５

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 534(注)５．６ 426(注)５．６

新株予約権の行使時の払込金額(円) 7,000(注)６ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日より
平成23年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　7,000(注)６
資本組入額　発行価格の1/2

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡および質入
等の処分を行うことができな
い。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整する
ものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。ただし、本項による調整
は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数において
のみ行われるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
２　当社が株式分割又は時価を下回る価額で新株を発行する場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整に
より生じる結果１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　新株予約権の行使の条件
　(1) 権利行使に係る新株予約権の払込金額が、年間1,200万円を超えないこと。
　(2) 権利行使により取得した株式が、証券会社の株式保護預口座に預託されること。
　(3) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員

の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があると当社が認める
ときはこの限りではない。

　(4) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
４　新株予約権の消却について
　(1) 当社が消滅会社となる合併または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転が行われるときは、新

株予約権を無償で消却することができる。
　(2) 新株予約権の付与を受けた者が当社または当社子会社を退職した場合には、取締役会の決議をもって、当該

新株予約権者の有する新株予約権の全部を無償で消却するものとする。
５　退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。
６　当社は平成16年７月８日開催の取締役会決議により、平成16年７月31日をもって、１株を２株に、平成18年３月
９日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日をもって、１株を３株に分割いたしました。その結果、新株
予約権の目的となる株式の数は平成18年４月１日において3,978株となりました。あわせて発行価格は7,000
円に調整されております。
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②平成18年３月30日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 12 12

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 36 36

新株予約権の行使時の払込金額(円) 539,000 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日より
平成23年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価額　539,000
資本組入額　発行価格の1/2

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡および質入
等の処分を行うことができな
い。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整する

ものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。ただし、本項による調整

は、当該株式分割または株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数において

のみ行われるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２　当社が株式分割又は時価を下回る価額で新株を発行する場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生じる結果１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　新株予約権の行使の条件

　(1) 権利行使に係る新株予約権の払込金額が、年間1,200万円を超えないこと。

　(2) 権利行使により取得した株式が、証券会社の株式保護預口座に預託されること。

　(3) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員

の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があると当社が認める

ときはこの限りではない。

　(4) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

４　新株予約権の消却について

　(1) 当社が消滅会社となる合併または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転が行われるときは、新

株予約権を無償で消却することができる。

　(2) 新株予約権の付与を受けた者が当社または当社子会社を退職した場合には、取締役会の決議をもって、当該

新株予約権者の有する新株予約権の全部を無償で消却するものとする。
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　　③平成18年４月23日取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 663 663

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,967 5,967

新株予約権の行使時の払込金額(円) 210,084 210,084

新株予約権の行使期間
平成20年５月15日より
平成24年１月22日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価額　210,084
資本組入額　発行価格の1/2

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取
得については、当社取締役会
の決議による承認を要するも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　当社は、本新株予約権の発行後、各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性

がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

既発行株式数＋
交付株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋交付株式数

２　新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年１月１日～
平成20年６月30日

72 67,458 252 234,903 252 445,116

（注）新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

長嶋　貴之 東京都杉並区 16,188 24.00

小林　祐介 神奈川県川崎市宮前区 12,411 18.40

株式会社アエリア 東京都港区赤坂五丁目2-20 7,929 11.75

タスカンキャピタル
エルエルシー

910 FOULK ROAD,SUITE 201,WILMINGTON DE 
19803 U.S.A

3,126 4.63

須田　仁之 東京都江東区 882 1.31

株式会社日本ブレーンセンター
代表取締役　越智　通勝

東京都渋谷区千駄ヶ谷一丁目25-9-203 780 1.16

三宅　朝広 東京都渋谷区 714 1.06

アセット・マネジャーズ株式会
社
代表取締役　長谷川　拓磨

東京都千代田区内幸町一丁目1-1
帝国ホテルタワー

660 0.98

小林　喜代美 神奈川県川崎市宮前区 598 0.89

山崎　詩子 千葉県流山市 516 0.76

計 ― 43,804 64.94
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 7,929　　

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式　59,529　　

　
59,529 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 普通株式　67,458 － －

総株主の議決権 － 59,529 －

　

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)

他人名義

所有株式数(株)

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アエリア

東京都港区赤坂

五丁目2-20
7,929 － 7,929 11.75

計 － 7,929 － 7,929 11.75

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 159,000170,000153,000165,000165,000150,000

最低(円) 132,000142,000131,000143,000139,000122,000

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所(ヘラクレス)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の中間連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

  なお、当中間連結会計期間については「企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣

府令」（平成19年８月15日内閣府令第65号）附則第12条第２項ただし書きにより、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　　また、商品先物取引業の固有の事項については、社団法人日本商品取引員協会（現　日本商品先物取引協会）が定めた

「商品先物取引業統一経理基準」（平成５年３月３日付社団法人日本商品取引員協会理事会決定）及び「商品先物

取引業における証券取引法に基づく開示の内容について」（平成５年７月14日付社団法人日本商品取引員協会理事

会決定）に準拠して作成しております。

　　証券業の固有の事項については、中間連結財務諸表規則第48条及び第69条の規則に基づき、「金融商品取引業に関す

る内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成19年９

月18日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基

づいて作成しております。

　なお、当中間会計期間については「企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」

（平成19年８月15日内閣府令第65条）附則第11条第２項ただし書きにより、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び前中間会計期間(平成19

年１月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、中間連結財務諸表並び

に中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成20年１月１日

から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は金融商

品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、新日本有限

責任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 11,102,878 9,543,795 10,991,146

　２　受取手形

　　　及び売掛金
※８ 676,089 2,622,475 3,355,060

　３　有価証券 1,223,193 802,098 80,598

　４　たな卸資産 33,475 372,453 418,516

　５　営業投資有価証券 136,012 104,832 143,012

　　　投資損失引当金 △15,000121,012 △46,65158,180 － 143,012

　６　預託金 ※２ 6,239,383 3,461,983 4,316,883

　７　委託者未収金 40,684 － －

　８　トレーディング

　　　商品
2,001 － －

　９　保管有価証券 ※２ 158,793 － －

　10　差入保証金 1,552,700 313,052 147,601

　11　信用取引資産

　(1)信用取引貸付金 10,386,754 5,044,608 7,023,844

　(2)信用取引借証券

　　 担保金
130,66210,517,416 143,7935,188,401 17,1907,041,035

　12　委託者先物

　　　取引差金
517,884 － －

　13　繰延税金資産 106,811 143,674 63,306

　14　その他 776,314 927,327 1,733,497

　　　 貸倒引当金 △29,639 △28,135 △9,106

　　流動資産合計 33,038,99871.9 23,405,30768.9 28,281,55172.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産
※１、

２
1,460,936 2,604,805 2,254,238

　２　無形固定資産

　　(1)ソフトウェア 924,678 343,792 1,071,024

　　(2)その他 410,9021,335,580 366,930710,723 375,0601,446,084

　３　投資その他の資産

　　(1)投資有価証券 ※２ 5,319,620 3,560,473 4,063,101

　　(2)関係会社株式 ※２ 2,406,688 2,824,810 2,592,318

　　(3)出資金

　　　 及び加入金
733,020 － －

　　(4)長期貸付金 － 1,192,587 －

　　(5)繰延税金資産 43,042 4,009 72,857

　　(6)その他 1,657,579 487,926 574,043

　　　　貸倒引当金 △66,031 △681,908 △77,797

　　　　投資損失引当金 － 10,093,920△115,3627,272,535 － 7,224,523

　　固定資産合計 12,890,43728.1 10,588,06431.1 10,924,84627.9

　　資産合計 45,929,435100.0 33,993,372100.0 39,206,397100.0 
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前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 126,586 717,489 868,752

　２　支払手形 － 486,169 －

　３　短期借入金 ※２ 1,468,223 1,675,600 2,316,800

　４　１年内返済予定

　　　長期借入金
※２ 352,516 459,099 461,340

　５　１年内償還予定

　　　社債
3,000 503,000 503,000

　６　未払法人税等 873,488 1,970,374 397,563

　７　賞与引当金 162,891 48,605 49,804

　８　預り証拠金 2,036,624 － －

　９　預り証拠金代用

　　　有価証券
158,793 － －

　10　外国為替証拠金 636,703 448,650 370,349

　11　信用取引負債

　(1)信用取引借入金 ※２ 7,417,296 3,096,305 4,340,016

  (2)信用取引貸証券

　   受入金
293,5267,710,823 218,6013,314,907 54,4084,394,424

　12　預り金 5,162,325 2,870,088 4,149,144

　13　受入保証金 1,291,675 641,291 821,593

　14　商品取引事故損失

　　　引当金
671,903 － －

　15　その他 786,067 405,491 1,343,400

　　流動負債合計 21,441,62246.7 13,540,76839.8 15,676,17440.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 1,100,000 － 1,100,000

　２　長期借入金 ※２ 1,384,260 1,415,505 1,573,879

　３　繰延税金負債 382,720 316,830 180,029

　４　退職給付引当金 472,450 415,639 415,046

　５　役員退職慰労

　　　引当金
163,743 33,560 8,527

　６　負ののれん 1,684,747 2,228,491 2,272,517

　７　その他 101,969 82,271 14,234

　　 固定負債合計 5,289,89211.5 4,492,29813.2 5,564,23314.2

Ⅲ　特別法上の準備金

　１　商品取引

　　　責任準備金
※３ 152,656 － －

　２　証券取引
　　　責任準備金

※３ 150,883 － －

　３　金融商品取引
　  　責任準備金

※３ － 25,584 150,883

　　特別法上の準備金計 303,5390.7 25,5840.1 150,8830.4

　　 負債合計 27,035,05458.9 18,058,65153.1 21,391,29154.6
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前中間連結会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 231,3120.5 234,9030.7 234,6510.6

　２　資本剰余金 7,448,17116.2 7,427,96421.9 7,451,51019.0

　３　利益剰余金 3,458,5567.5 3,750,62611.0 3,538,2069.0

　４　自己株式 △985,938△2.1 △1,670,043△4.9 △1,586,827△4.0

　　 株主資本合計 10,152,10222.1 9,743,45028.7 9,637,54024.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券

　　　評価差額金
372,8790.8 △506,197△1.5 △354,392△0.9

　２　為替換算調整勘定 1,4280.0 899 0.0 △4,978△0.0

　　 評価・換算差額等

　　 合計
374,3080.8 △505,297△1.5 △359,371△0.9

Ⅲ　新株予約権 10,4000.0 101,5930.3 28,5430.0

Ⅳ　少数株主持分 8,357,57118.2 6,594,97419.4 8,508,39221.7

　　 純資産合計 18,894,38141.1 15,934,72146.9 17,815,10545.4

　　 負債純資産合計 45,929,435100.0 33,993,372100.0 39,206,397100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

　（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高 2,585,665100.0 7,795,219100.0 7,377,325100.0 

Ⅱ　売上原価 1,466,34356.7 5,317,47968.2 3,202,56143.4 

　　 売上総利益 1,119,32143.3 2,477,73931.8 4,174,76356.6 

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 817,07131.6 3,063,14239.3 3,775,48751.2 

　　 営業利益

     又は営業損失(△)
302,24911.7 △585,402△7.5 399,2765.4 

Ⅳ　営業外収益

　　 １　受取利息 9,528 23,829 21,047

　　 ２　受取配当金 14,100 13,804 33,235

　　 ３　持分法による

　　　　 投資利益
61,065 185,864 245,689

　　 ４　投資有価証券

　　　　 売却益
1,552,587 － 1,881,499

     ５　負ののれん

　　　　 償却額
－ 263,612 267,116

　　 ６　その他 4,3651,641,64763.5 49,160536,2716.9 37,0262,485,61333.7 

Ⅴ　営業外費用

　　 １　支払利息 12,299 46,843 50,595

　　 ２　株式交付費 － － 394

　　 ３　為替差損 11,137 － 13,864

　　 ４　投資有価証券

　　　　 売却損
－ 159,554 －

　　 ５　無形固定資産

　　　　 除却損
9,175 － 9,175

　　 ６　その他 12,33444,9471.8 20,009226,4082.9 25,94899,9781.4 

　　 経常利益

     又は経常損失(△)
1,898,94973.4 △275,539△3.5 2,784,91137.7 
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前中間連結会計期間

　（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅵ　特別利益

　　 １　持分変動利益 16,843 － 89,047

　　 ２　投資有価証券

　　　　 売却益
－ 68,243 －

　　 ３　関係会社株式

　　　　 売却益
－ 3,274,077 －

     ４　有形固定資産

　　　　 売却益
※２ － 14,369 －

     ５　商品取引責任

　　　　 準備金戻入
－ － 98,753

　　 ６　金融商品取引

　　　　 責任準備金戻入
－ 125,298 －

　　 ７　その他 1,440 18,2830.7 54,6283,536,61845.3 9,588197,3882.7 

Ⅶ　特別損失

　　 １　投資有価証券

　　　　 評価損
152,614 402,320 307,035

　　 ２　関係会社株式

　　　　売却損
60,685 2,019 60,685

　　 ３　有形固定資産

　　　　 除却損
※３ － 1,148 3,450

　　 ４　有形固定資産

　　　　 売却損
※４ － 28,087 －

　　 ５　減損損失 ※５ － 50,553 172,704

　　 ６　貸倒引当金繰入 － 602,000 －

　　 ７　投資損失引当金

　　　　繰入
－ 115,362 －

　　 ８　事業撤退損失 － － 459,463

　　 ９　その他 15,012228,3128.8 53,2911,254,78316.1 118,7121,122,05115.2 

　　 税金等調整前中間

　　（当期）純利益
1,688,92065.3 2,006,29425.7 1,860,24825.2 

　　 法人税、住民税

　　 及び事業税
773,281 2,047,453 878,896

　　 法人税等調整額 △57,736715,54427.7△96,4691,950,98325.0 140,8721,019,76813.8 

　　 少数株主利益又は

　　 少数株主損失(△)
123,0754.7 △277,4803.6 △89,469△1.2 

　　 中間（当期）純利益 850,30032.9 332,7924.3 929,94912.6 
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

平成18年12月31日　残高（千円） 225,159 7,442,018 2,672,891 △68,428 10,271,641 

中間連結会計期間中の変動額

　　新株の発行 6,153 6,153 － － 12,306 

　　剰余金の配当 － － △64,451 － △64,451 

　　連結子会社増加に伴う減少 － － △184 － △184 

　　中間純利益 － － 850,300 － 850,300 

　　自己株式の取得 － － － △917,510 △917,510 

　　株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
6,153 6,153 785,664 △917,510 △119,539 

平成19年６月30日　残高（千円） 231,312 7,448,171 3,458,556 △985,938 10,152,102 

　

評価・換算

差額等

新株予約権
少数株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日　残高（千円） 712,293 368 712,661 7,667 1,494,448 12,486,418 

中間連結会計期間中の変動額

　　新株の発行 － － － － － 12,306 

　　剰余金の配当 － － － － － △64,451 

　　連結子会社増加に伴う減少 － － － － － △184 

　　中間純利益 － － － － － 850,300 

　　自己株式の取得 － － － － － △917,510 

　　株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△339,414 1,060 △338,353 2,732 6,863,123 6,527,502 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△339,414 1,060 △338,353 2,732 6,863,123 6,407,963 

平成19年６月30日　残高（千円） 372,879 1,428 374,308 10,400 8,357,571 18,894,381 
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当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

平成19年12月31日　残高（千円） 234,651 7,451,5103,538,206△1,586,8279,637,540

中間連結会計期間中の変動額

　　新株の発行 252 252 － － 504

　　剰余金の配当 － － △120,372 － △120,372

　　中間純利益 － － 332,792 － 332,792

　　自己株式の取得 － － － △163,254 △163,254

　　自己株式の処分 － △23,797 － 80,037 56,240

　　株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
252 △23,545 212,420 △83,216 105,910

平成20年６月30日　残高（千円） 234,903 7,427,9643,750,626△1,670,0439,743,450

　

評価・換算

差額等

新株予約権
少数株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成19年12月31日　残高（千円） △354,392△4,978△359,371 28,5438,508,39217,815,105

中間連結会計期間中の変動額

　　新株の発行 － － － － － 504

　　剰余金の配当 － － － － － △120,372

　　中間純利益 － － － － － 332,792

    自己株式の取得 － － － － － △163,254

　　自己株式の処分 － － － － － 56,240

　　株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△151,804 5,878△145,926 73,049△1,913,418△1,986,294

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△151,804 5,878△145,926 73,049△1,913,418△1,880,384

平成20年６月30日　残高（千円） △506,197 899 △505,297101,5936,594,97415,934,721
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

平成18年12月31日　残高（千円） 225,159 7,442,018  2,672,891 △68,428 10,271,641 

連結会計年度中の変動額

　　新株の発行 9,492 9,492 － － 18,984

　　剰余金の配当 － － △64,451 － △64,451

    連結子会社増加に伴う減少 － － △184 － △184

　　当期純利益 － － 929,949 － 929,949

　　自己株式の取得 － － － △1,518,399△1,518,399

　　株主資本以外の項目の

 連結会計年度中の変動額（純額）
－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計（千円） 9,492 9,492 865,314△1,518,399△634,100

平成19年12月31日残高（千円） 234,651 7,451,5103,538,206△1,586,8279,637,540

　

評価・換算

差額等

新株予約権
少数株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年12月31日　残高（千円） 712,293 368 712,661 7,667 1,494,448 12,486,418 

連結会計年度中の変動額

　　新株の発行 － － － － － 18,984

　　剰余金の配当 － － － － － △64,451

    連結子会社増加に伴う減少 － － － － － △184

　　当期純利益 － － － － － 929,949

　　自己株式の取得 － － － － － △1,518,399

　　株主資本以外の項目の

 連結会計年度中の変動額（純額）
△1,066,686△5,346△1,072,03320,8767,013,9445,962,787

連結会計年度中の変動額合計（千円） △1,066,686△5,346△1,072,03320,8767,013,9445,328,687

平成19年12月31日残高（千円） △354,392△4,978△359,371 28,5438,508,39217,815,105
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　 税金等調整前中間（当期）純利益 1,688,920 2,006,294 1,860,248

　　 減価償却費 195,929 185,950 527,376

     減損損失 － 50,553 172,704

　　 長期前払費用償却 368,486 30,308 741,348

　　 のれん償却額 13,975 △243,586 △260,472

　　 持分法による投資損益 △61,065 △185,864 △245,689

　　 貸倒引当金の増減額 18,894 623,007 5,980

　　 受取利息及び受取配当金 △23,628 △37,633 △54,282

　　 支払利息 12,299 46,843 50,595

　　 持分変動利益 △16,843 △1,201 △89,047

　　 有形固定資産除却損 － 1,148 3,450

　　 有形固定資産売却益 － △14,369 －

　　 有形固定資産売却損 － 28,087 －

     無形固定資産除却損 9,175 － 9,175

　　 投資有価証券売却益 △1,552,587 － △1,881,499

　　 投資有価証券売却損 － 159,554 －

　　 投資有価証券評価損 152,614 402,320 307,035

　　 関係会社株式売却益 － △3,274,077 －

　　 関係会社株式売却損 60,685 － 60,685

　　 事業撤退損失 － － 459,463

     投資損失引当金の増減 － 162,014 －

　　 売上債権の増減額 72,310 385,257 △139,117

　　 たな卸資産の増減額 △3,741 30,136 △11,311

　　 営業投資有価証券の増減額 △30,000 △5,000 △37,000

　　 ソフトウェアの増減額 10,770 － 947

　　 売買目的有価証券の増減額 － △724,782 －

　　 仕入債務の増減額 30,913 84,176 158,998

　　 預託金の増減額 － 854,899 1,798,000

　　 役員退職慰労引当金の増減額 － 25,032 －

　　 差入保証金及び保管有価証券の

　　増減額
－ △447,731 408,446

     信用取引資産及び信用取引負債の

　　 増減額
－ 773,115 159,982

     立替金及び預り金の増減額 － △1,305,990 △982,010

     取引責任準備金の増減額 － △125,298 △98,753

     外国為替証拠金の増減額 － 78,301 △266,353

     受入保証金の増減額 － △180,302 △470,081

　　 未払消費税等の増減額 21,003 △26,190 40,326

　　 その他 △81,134 △748,822 936,165

　　 小計 886,978 △1,393,848 3,165,313

　　 利息及び配当金の受取額 48,758 37,633 54,282

　　 利息の支払額 △12,299 △48,274 △50,595

　　 法人税等の支払額 △1,035,114 △272,785 △1,710,404

　　営業活動によるキャッシュ・フロー △111,676 △1,677,274 1,458,596
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 有形固定資産の取得による支出 △38,726 △22,728 △239,963

     有形固定資産の売却による収入 － 138,667 －

　　 無形固定資産の取得による支出 △191,690 △260,341 △431,283

　　 無形固定資産の売却による収入 － 5,200 －

　　 投資有価証券の取得による支出 △1,341,009 △1,484,432 △3,805,521

　　 関係会社株式の取得による支出 － △50,000 △80,798

　　 投資有価証券の売却による収入 3,638,198 1,075,388 6,624,055

　　 新規連結子会社取得による支出 △123,670 △410,056 △123,670

　　 新規連結子会社取得による収入 3,594,876 － 4,063,317

　　 連結子会社株式の追加取得による

　　支出
－ △38,352 －

　　 連結子会社株式の売却による収入 － 2,619,270 82,764

　　 連結子会社株式の売却による支出 △44,545 － △44,545

　　 長期前払費用の増加による支出 △411,607 △14,595 △586,607

　　 貸付による支出 － △619,865 △2,106,929

　　 貸付金の回収による収入 － 470,127 1,050,000

　　 その他 － △60,469 －

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 5,081,824 1,347,812 4,400,817

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 短期借入金の純増減額 93,308 △641,200 △245,175

　　 長期借入れによる収入 1,600,000 100,000 1,600,000

　　 長期借入金の返済による支出 △17,496 △260,614 △220,017

　　 社債の発行による収入 △ 8,000 － △8,000

　　 株式発行による収入 12,306 504 18,984

　　 新株予約権発行による収入 － 501 －

　　 自己株式の取得による支出 △917,510 △163,254 △1,518,399

　　 配当金の支払額 △64,451 △120,372 △64,451

　　 少数株主に対する配当金の支払 － △15,075 －

　　 少数株主からの払込による収入 204,169 5,000 353,479

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 902,326 △1,094,509 △83,579

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 1,359 △23,158 △10,065

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額

　　（減少：△）
5,873,832 △1,447,129 5,765,769

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 4,541,096 10,316,681 4,541,096

Ⅶ　新規連結子会社の現金及び

　　現金同等物の期首残高
9,815 － 9,815

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末

　　 （期末）残高
※１ 10,424,744 8,869,551 10,316,681
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　18社(1)連結子会社の数  17社(1)連結子会社の数  19社

連結子会社の名称

インターネットコム

株式会社

株式会社ゲームポット

株式会社エアネット

株式会社アエリアファイ

ナンス

株式会社アクワイア

株式会社アエリアIPM

株式会社エイジャックス

ネット

株式会社GPパートナーズ

大洸ホールディングス株

式会社

黒川木徳証券株式会社

洸陽フューチャーズ株式

会社

さくらフューチャーズ株

式会社

明洸フューチャーズ株式

会社

和洸フューチャーズ株式

会社

株式会社アイビックジェ

イピードットコム

株式会社クレゾー

GPパートナーズPlus1投資

事業有限責任組合

Aeria Games &

Entertainment,Inc.

連結子会社の名称

インターネットコム

株式会社

株式会社エアネット

株式会社アエリアファイ

ナンス

株式会社アクワイア

株式会社サンゼロミニッ

ツ

黒川木徳フィナンシャル

ホールディングス株式会

社

黒川木徳証券株式会社

イー・フォレックス株式

会社

株式会社クレゾー

Aeria Games & 

Entertainment,Inc.

株式会社NEXUS ULTIMA

株式会社インキュベート

・パートナーズ

インキュベート・パート

ナーズ第1号投資事業有限

責任組合

ダイトーエムイー株式会

社

EIPCサポート株式会社

オプティモグラフィコ株

式会社

株式会社APM

 

連結子会社の名称

インターネットコム

株式会社

株式会社ゲームポット

株式会社エアネット

株式会社アエリアファイ

ナンス

株式会社アクワイア

株式会社アエリアIPM

株式会社エイジャックス

ネット

株式会社GPパートナーズ

黒川木徳フィナンシャル

ホールディングス株式会

社

黒川木徳証券株式会社

イー・フォレックス株式

会社　 

株式会社クレゾー

GPパートナーズPlus1投資

事業有限責任組合

Aeria Games & 

Entertainment,Inc.

株式会社NEXUS ULTIMA

株式会社インキュベート

・パートナーズ

インキュベート・パート

ナーズ第1号投資事業有限

責任組合

ダイトーエムイー株式会

社

EIPCサポート株式会社
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

　上記のうち、大洸ホール
ディングス株式会社、黒川
木徳証券株式会社、洸陽
フューチャーズ株式会社、
さくらフューチャーズ株
式会社、明洸フューチャー
ズ株式会社、和洸フュー
チャーズ株式会社、株式会
社アイビックジェイピー
ドットコムについては、当
中間連結会計期間におい
て当社が大洸ホールディ
ングス株式会社の株式を
取得し支配権を獲得した
ため、連結の範囲に含めて
おります。株式会社クレ
ゾーについては、当中間連
結会計期間において新た
に株式を取得したため、連
結の範囲に含めておりま
す。なお、上記の会社につ
きましては、みなし取得日
を当中間連結会計期間末
としているため、当中間連
結会計期間は中間貸借対
照表のみを連結しており
ます。株式会社GPパート
ナーズについては重要性
が増したため、当中間連結
会計期間より連結の範囲
に含めております。GPパー
トナーズPlus1投資事業有
限責任組合については、当
中間連結会計期間におい
て株式会社ゲームポット
が新たに設立したため、連
結の範囲に含めておりま
す。
　また、前連結会計年度に
おいて連結子会社であり
ました株式会社エム・
ヴィ・ピーは、保有株式を
譲渡したため、連結の範囲
から除いております。ただ
し、売却するまでの期間に
係る損益については中間
連結財務諸表に含めてお
ります。

 　上記のうち、オプティモ
グラフィコ株式会社、株式
会社APMについては、当中
間連結会計期間において
新たに株式を取得したた
め、連結の範囲に含めてお
ります。また、前連結会計
年度において連結子会社
でありました株式会社ア
エリアIPMは、保有株式を
譲渡したため、株式会社
ゲームポット、株式会社GP
パートナーズ、GPパート
ナーズPlus1投資事業有限
責任組合は、当中間連結会
計期間において当社が株
式会社ゲームポットの株
式を譲渡したため、連結の
範囲から除いております。
ただし、売却するまでの期
間に係る損益については、
中間連結財務諸表に含め
ております。

   上記のうち、黒川木徳
フィナンシャルホール
ディングス株式会社、黒川
木徳証券株式会社、イー・
フォレックス株式会社、洸
陽フューチャーズ株式会
社、さくらフューチャーズ
株式会社、明洸フュー
チャーズ株式会社、和洸
フューチャーズ株式会社
については、当連結会計年
度において当社が黒川木
徳フィナンシャルホール
ディングス株式会社の株
式を取得し支配権を獲得
したため、連結の範囲に含
めております。株式会社ク
レゾーについては、当連結
会計年度において新たに
株式を取得したため、連結
の範囲に含めております。
株式会社インキュベート
・パートナーズ、ダイトー
エムイー株式会社、イン
キュベート・パートナー
ズ第1号投資事業有限責任
組合、EIPCサポート株式会
社については、当連結会計
年度において当社がイン
キュベート・パートナー
ズ株式会社の株式を取得
し支配権を獲得したため、
連結の範囲に含めており
ま す 。 株 式 会 社
NEXUS ULTIMAについては、
当連結会計年度において
新たに設立したため、連結
の範囲に含めております。
なお、上記の会社のうち、
ダイトーエムイー株式会
社、インキュベート・パー
トナーズ第１号投資事業
有限責任組合、EIPCサポー
ト株式会社につきまして
は、みなし取得日を当連結
会計年度末としているた
め、当連結会計年度は貸借
対照表のみを連結してお
ります。株式会社GPパート
ナーズについては重要性
が増したため、当連結会計
年度より連結の範囲に含
めております。GPパート
ナーズPlus1投資事業有限
責任組合については、当連
結会計年度において株式
会社ゲームポットが新た
に設立したため、連結の範
囲に含めております。
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項目

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

  また、前連結会計年度に

おいて連結子会社であり

ました株式会社エム・

ヴィ・ピーは、保有株式を

譲渡したため、連結の範囲

から除いております。洸陽

フューチャーズ株式会社、

さくらフューチャーズ株

式会社、明洸フューチャー

ズ株式会社、和洸フュー

チャーズ株式会社は、黒川

木徳フィナンシャルホー

ルディングス株式会社に

おいて、保有株式を譲渡し

たため、連結の範囲から除

いております。ただし、売

却するまでの期間に係る

損益については連結財務

諸表に含めております。

(2)非連結子会社の名称等

Aeria-ZenShin Mobile/

Internet FundⅠ,L.P.

Aeria-ZenShin 

Mobile/Internet

Management Ⅰ,L.L.C.

Aeria-ZenShin Mobile 

Internet Fund,L.L.C.

（連結の範囲から除いた

理由）

非連結子会社はいずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

であります。

(2)非連結子会社の名称等

Aeria-ZenShin Mobile 

Internet Fund,L.L.C.

株式会社ゼロディブ

株式会社エマージェント

ジャパン

黒川木徳キャピタルマ

ネージメント株式会社

（連結の範囲から除いた

理由）

非連結子会社はいずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

であります。

(2)非連結子会社の名称等

 Aeria-ZenShin　Mobile　 

 Internet Fund,L.L.C.

 株式会社ゼロディブ

 株式会社エマージェント 

 ジャパン

（連結の範囲から除いた

理由）

 非連結子会社はいずれも

 小規模であり、合計の総

 資産、売上高、当期純損

 益（持分に見合う額）及

 び利益剰余金（持分に見

 合う額）等は、いずれも

 連結財務諸表に重要な影

 響を及ぼしていないため

 であります。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

２．持

分法の

適用に

関する

事項

(1)持分法適用関連会社の数

４社

(1)持分法適用関連会社の数

４社

(1)持分法適用関連会社の数

４社

 持分法適用関連会社の名称 

 サイバー・ゼロ株式会社

 ジュピターイメージ株　　

 式会社

 豊商事株式会社

 エイディシーテクノロジ　

 ー株式会社

 なお、大洸ホールディングス株式会

社、黒川木徳証券株式会社、洸陽

フューチャーズ株式会社、さくら

フューチャーズ株式会社、明洸

フューチャーズ株式会社、和洸

フューチャーズ株式会社、株式会社

アイビックジェイピードットコムに

ついては、当中間連結会計期間 にお

いて、当社が大洸ホールディングス

株式会社の株式を取得し関連会社と

なったため、持分法の適用範囲に含

めておりましたが、その後同社株式

を追加取得し連結子会社となったた

め、持分法の適用範囲から除外して

おります。

持分法適用関連会社の名称

 サイバー・ゼロ株式会社

 ジュピターイメージ株　　

 式会社

 豊商事株式会社

 エイディシーテクノロジ

 ー株式会社

持分法適用関連会社の名称

 サイバー・ゼロ株式会社

 ジュピターイメージ

 株式会社

 豊商事株式会社

 エイディシーテクノロジ

 ー株式会社

 なお、黒川木徳フィナン

 シャルホールディングス

 株式会社、黒川木徳証券

 株式会社、イー・フォ

 レックス株式会社につい

 ては、当連結会計年度に

 おいて、当社が黒川木徳

 フィナンシャルホールデ

 ィングス株式会社の株式

 を取得し関連会社となっ

 たため、持分法の適用範

 囲に含めておりました

 が、その後同社株式を追

 加取得し連結子会社とな

 ったため、持分法の適

 用範囲から除外しており

 ます。

(2)持分法を適用していない非連結

子会社（Aeria- 

ZenShin Mobile/Internet 

Fund Ⅰ,L.P.他２社）及び関連会社

（UPFRONT　TECHNOLOGY　LIMITED社、

株式会社バイリンガル・パートナー

ズ、株式会社スリーエス）は、中間純

損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外してお

ります。

(2)持分法を適用していない非連

結子会社（Aeria- 

ZenShin Mobile Internet 

Fund,L.L.C.他３社）及び関連会

社（UPFRONT　TECHNOLOGY　LIMITED

社、他３社）は、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外して

おります。

(2)持分法を適用していない非連結

子会社（Aeria-

ZenShin Mobile Internet 

Fund,L.L.C.他２社）及び関連会社

（UPFRONT　TECHNOLOGY　LIMITED社、

株式会社バイリンガル・パートナー

ズ、株式会社スリーエス他２社）は、

当期純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等からみ

て、持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外して

おります。

(3)持分法適用関連会社のうち、中

間決算日が中間連結決算日と異なる

会社については、中間連結決算日現

在で実施した仮決算に基づく中間財

務諸表を使用しております。

(3)　　　同左 (3)持分法適用関連会社のうち、決

算日が連結決算日と異なる会社につ

いては、連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

連結子会社のうち大洸

ホールディングス株式会

社、黒川木徳証券株式会

社、洸陽フューチャーズ株

式会社 、さくらフュー

チャーズ株式会社、明洸

フューチャーズ株式会社、

和洸フューチャーズ株式

会社、株式会社アイビック

ジェイピードットコム、株

式会社クレゾーは、９月30

日を中間決算日、株式会社

アクワイアは３月31日を

中間決算日としておりま

す。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、中間連結

決算日現在で実施した仮

決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。

なお、その他の連結子会社

の中間決算日の末日は中

間連結決算日と一致して

おります。

連結子会社のうち黒川

木徳フィナンシャルホー

ルディングス株式会社、黒

川木徳証券株式会社、イー

・フォレックス株式会社、

株式会社クレゾー、株式会

社NEXUS　ULTIMA、株式会社

インキュベート・パート

ナーズは、９月30日を中間

決算日、ダイトーエムイー

株式会社、EIPCサポート株

式会社は10月31日を中間

決算日、オプティモグラ

フィコ株式会社は11月30

日を中間決算日、株式会社

APMは12月31日を中間決算

日、株式会社アクワイアは

３月31日を中間決算日と

しております。中間連結財

務諸表の作成にあたって

は、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく

中間財務諸表を使用して

おります。

なお、その他の連結子会社

の決算日の末日は中間連

結決算日と一致しており

ます。

連結子会社のうち黒川

木徳フィナンシャルホー

ルディングス株式会社、黒

川木徳証券株式会社、イー

・フォレックス株式会社、

株式会社クレゾー、株式会

社NEXUS　ULTIMA、株式会社

インキュベート・パート

ナーズは、３月31日を決算

日、ダイトーエムイー株式

会社、EIPCサポート株式会

社は４月30日を決算日、株

式会社アクワイアは９月

30日を決算日としており

ます。連結財務諸表の作成

にあたっては、連結決算日

現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用し

ております。

なお、その他の連結子会社

の決算日の末日は連結決

算日と一致しております。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び
評価方法

 イ　トレーディング商品 ――――――― ―――――――

トレーディング商品に
属する有価証券（売買目
的有価証券）については、
時価法を採用するととも
に約定基準で計上し、売却
原価は移動平均法により
算定しております。

ロ　有価証券 ロ　有価証券 ロ　有価証券

―――――――  　a.売買目的有価証券  　a.売買目的有価証券

  時価法（売却原価は
移動平均法により算定）
を採用しております。

 時価法（売却原価は移
動平均法により算定）を
採用しております。

b.その他有価証券
（営業投資有価証券を含
む）

b.その他有価証券
（営業投資有価証券を含
む）

b.その他有価証券
（営業投資有価証券を含
む）

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定）を採用しておりま
す。

同左 連結決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）
を採用しております。

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価
法を採用しております。

移動平均法による原価
法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組
合及びそれに類する組合
への出資（金融商品取引
法第２条第２項による有
価証券とみなされるも
の）については、組合契約
に規定される決算報告書
に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む
方法によっております。

移動平均法による原価
法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組
合及びそれに類する組合
への出資（金融商品取引
法第２条第２項による有
価証券とみなされるも
の）については、組合契約
に規定される決算報告書
に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む
方法によっております。

c.保管有価証券 ――――――― ―――――――

商品取引所施行規則第
39条の規定により商品取
引所が定めた充用価格に
よっており、主な有価証券
の充用価格は次の通りで
あります。
　利付国庫債券
　額面金額の80～85％相　
　当額
　社債（上場銘柄）
　額面金額の65％相当額
　株券（一部上場銘柄）
　時価の70％相当額
　倉荷証券
　時価の70％相当額　　
 ハ　デリバティブ取引 ハ　デリバティブ取引 ハ　デリバティブ取引

　時価法 　　同左 　　同左
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

ニ　たな卸資産 ニ　たな卸資産 ニ　たな卸資産

　　商品 　　商品(電子部品
　　　等）・原材料

商品

移動平均法による原価
法を採用しております。

先入先出法による原価
法（貸借対照表価額につ
いては収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）　
　を採用しております。

先入先出法による原価
法を採用しております。

仕掛品  製品・仕掛品 仕掛品

個別法による原価法を
採用しております。

　個別法による原価法
（貸借対照表価額につい
ては収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）を
採用しております。

個別法による原価法を
採用しております。

   ―――――――  貯蔵品 貯蔵品

最終仕入原価法による
原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方
法）を採用しております。

最終仕入原価法による
原価法を採用しておりま
す。

(2)重要な減価償却資産の
減価償却の方法

イ　有形固定資産 イ　有形固定資産
　（リース資産を除く）

イ　有形固定資産

建物（建物附属設備を
除く）
　平成10年３月31日以前に
取得したもの
　　　 旧定率法
　平成10年４月１日以降平
成19年３月31日以前に取
得したもの
　　 　旧定額法
　平成19年４月１日以降に
取得したもの
　     定額法

 同左  同左

建物（建物附属設備を
除く）以外
　平成19年３月31日以前に
取得したもの
　　 　旧定率法
　平成19年４月１日以降に
取得したもの
       定率法

 同左  同左

ロ　無形固定資産 ロ　無形固定資産
　（リース資産を除く）

ロ　無形固定資産

会社所定の合理的耐用
年数に基づく定額法に
よっております。但し、
サービス提供目的のソフ
トウェアについては、見込
収益獲得可能期間に基づ
く定額法によっておりま
す。

同左 同左

――――――― ハ　リース資産 ―――――――

所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係る
リース資産

リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする
定額法を採用しておりま
す。

　

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

34/99



　

項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(3)重要な引当金及び特別法

上の準備金の計上基準

イ　貸倒引当金 イ　貸倒引当金 イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上してお

ります。

同左 同左

ロ　賞与引当金 ロ　賞与引当金 ロ　賞与引当金

一部の連結子会社にお

いて、従業員に対して支給

する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計

上しております。

同左 一部の連結子会社にお

いて、従業員に対して支給

する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上し

ております。

ハ　投資損失引当金 ハ　投資損失引当金 ハ　投資損失引当金

当中間連結会計期間末

に有する営業投資有価証

券の損失に備えるため、投

資先会社の実情を勘案の

上、その損失見込額を計上

しております.

当中間連結会計期間末

に有する営業投資有価証

券及び投資有価証券の損

失に備えるため、投資先会

社の実情を勘案の上、その

損失見込額を計上してお

ります。

当連結会計年度末に有

する営業投資有価証券の

損失に備えるため、投資先

会社の実情を勘案の上、そ

の損失見込額を計上して

おります。

  ただし、当連結会計年度

において、投資損失引当金

の計上はありません。

ニ　商品取引事故損失

　　　引当金

――――――― ―――――――

一部の連結子会社にお

いて、商品取引事故損失の

支出に備えるため、委託者

からの訴訟及びクレーム

等の未解決金額ならびに

将来の発生見込額につい

て、最近の損失負担実績率

に基づく損失発生見込額

を計上しております。

ホ　退職給付引当金 ホ　退職給付引当金 ホ　退職給付引当金

一部の連結子会社にお

いて、従業員の退職金の支

給に備えるため、自己都合

による中間期末退職金要

支給額（黒川木徳証券㈱

については、直近の責任準

備金算定額に基づく退職

給付債務の額）から適格

退職年金の資産残高を控

除した額を計上しており

ます。

一部の連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に

備えるため、当中間連結会

計期間末における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上してお

ります。

一部の連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

ヘ　役員退職慰労

　　　引当金

ヘ　役員退職慰労

　　　引当金

 ヘ　役員退職慰労

　　　 引当金

一部の連結子会社にお

いて、役員退職金の支給に

備えるため、内規に基づく

中間期末退職金要支給額

を計上しております。

　なお、洸陽フューチャー

ズ ㈱ 及 び 和 洸 フ ュ ー

チャーズ㈱につきまして

は、役員退職慰労金制度を

廃止し、引当金を凍結して

おります。

一部の連結子会社にお

いて、役員退職金の支給に

備えるため、内規に基づく

中間期末退職金要支給額

を計上しております。

一部の連結子会社にお

いて、役員退職金の支給に

備えるため、内規に基づく

期末退職金要支給額を計

上しております。

ト　商品取引責任

      準備金

      ―――――――       ―――――――

商品先物取引事故によ

る損失に備えるため、商品

取引所法第221条の規定に

基づき、同施行規則に定め

る額を計上しております。

チ　証券取引責任

      準備金

チ　金融商品取引

      責任準備金

チ　金融商品取引

      責任準備金

 証券事故による損失に

備えるため、証券取引法第

51条の規定に基づき、「証

券会社に関する内閣府

令」第35条に定めるとこ

ろにより算出した額を計

上しております。

金融商品事故による損

失に備えるため、金融商品

取引法第46条の５及び

「金融商品取引業等に関

する内閣府令」第175条に

定めるところにより算出

した額を計上しておりま

す。

金融商品事故による損

失に備えるため、金融商品

取引法第46条の５及び

「金融商品取引業等に関

する内閣府令」第175条に

定めるところにより算出

した額を計上しておりま

す。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(4)重要なリース取引の処理方

法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

     ――――――― リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

(5)重要なヘッジ会計の方法 ――――――― イ　ヘッジ会計の方法 イ　ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の特例処理

の要件を満たす金利ス

ワップ特例処理を適用し

ております。

同左

――――――― ロ　ヘッジ手段と

      ヘッジ対象

ロ　ヘッジ手段と

      ヘッジ対象

　 ヘッジ手段

　　　金利スワップ取引

　　 ヘッジ対象

　　　借入金利

同左

――――――― ハ　ヘッジ方針

　 　金利変動リスクに備え

キャッシュ・フローを固

定する目的でヘッジ取引

を行っております。

ハ　ヘッジ方針

　同左

(6)その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理

 税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

  同左

消費税等の会計処理

  同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価格

の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資か

らなっております。

　 同左 　 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月 １日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（有形固定資産の減価償却の方法）

　法人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽

微であります。

       ―――――――― （有形固定資産の減価償却の方

法）

　法人税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽

微であります。

―――――――― （金融商品取引責任準備金）

　金融商品取引法施行に伴い、当中間

連結会計期間より、同法第46条の５及

び「金融商品取引業法等に関する内

閣府令」第175条に基づき「金融商品

取引責任準備金」の計算方法を変更

しております。

　 これにより、税金等調整前中間純利

益が125,298千円増加しております。

――――――――

―――――――― （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平

成19年４月１日以降開始する連結会

計年度から適用することができるこ

とになったことに伴い、当中間連結会

計期間より、同会計基準及び同適用指

針を適用しております。ただし、リー

ス取引開始日がリース会計基準適用

初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

――――――――

―――――――― （棚卸資産の評価に関する会計基

準）

　「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号）が平

成20年３月31日以前に開始する連結

会計年度に係る連結財務諸表から適

用できることになったことにより、当

中間連結会計期間から同会計基準を

適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

――――――――

　

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

38/99



表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

（中間連結貸借対照表）

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「連

結調整勘定」は、資産の総額の100分の１以下であるた

め、無形固定資産の「その他」に含めて表示することと

しました。なお、当中間連結会計期間における連結調整勘

定（のれん）の金額は55,953千円であります。

――――――――――――

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 中間連結財務諸表規則の改正により、前中間連結会計期

間までの「連結調整勘定償却額」については、当中間連

結会計期間より「のれん償却額」と表示しております。

――――――――――――

　

追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月 １日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――――― 　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日

　法律第６号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、当中間

連結会計期間から、平成19年３月31日

以前に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法に

よっております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

――――――――

　

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

39/99



注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は762,530千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は1,382,298千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は1,432,991千円であります。

※２　担保資産等の内訳及び対応す

る債務の内訳は次のとおりであ

ります。

①担保資産の内訳

（単位：千円）

関係会社株式 1,766,355

定期預金 594,500

建物 414,992

土地 534,888

投資有価証券 620

　　　合計 3,311,355

　　　（対応する債務の内訳）

（単位：千円）

1年内返済予定

長期借入金

320,000

長期借入金 1,384,260

短期借入金 350,000

信用取引借入金 7,417,296

　　　合計 9,471,557

　なお、上記の信用取引借入金に

対して、受入保証金代用有価証

券3,250,256千円を差し入れて

おります。

※２　担保資産等の内訳及び対応す

る債務の内訳は次のとおりであ

ります。

①担保資産の内訳

（単位：千円）

定期預金 350,000

建物 527,067

土地 805,598

投資有価証券 265

関係会社株式 2,025,318

　　　合計 3,708,249

　　　（対応する債務の内訳）

（単位：千円）

  短期借入金 1,000,600

１年内返済予定

長期借入金

425,739

長期借入金 1,333,985

信用取引借入金 3,096,305

　　　合計 5,856,630

　なお、上記の信用取引借入金に

対して、受入保証金代用有価証

券1,289,302千円を担保として

差し入れております。

※２　担保資産等の内訳及び対応す

る債務の内訳は次のとおりであ

ります。

①担保資産の内訳

（単位：千円）

定期預金 350,000

建物 570,919

土地 842,387

投資有価証券 300

関係会社株式 1,953,117

　　　合計 3,716,724

     （対応する債務の内訳）
（単位：千円）

短期借入金 350,000

１年内返済予定

長期借入金

 446,320

長期借入金 1,541,434

信用取引借入金 4,340,016

　　　合計 6,677,770

　なお、上記の信用取引借入金に

対して、受入保証金代用有価証

券2,233,611千円を担保として

差し入れております。

②預託資産

　商品取引所法等関係法令、取

引所定款等により預託すべき

取引証拠金として㈱日本商品

清算機構に預託している資産

は、次のとおりであります。

（単位：千円）

保管有価証券 152,516

投資有価証券 438,724

　　　合計 591,240

　②取引保証金の代用とし、次

　　の資産を差し入れておりま　

　　す。

（単位：千円）

預金 30,000

投資有価証券 265

　　　合計 30,265

　②取引保証金の代用とし、次

　　の資産を差し入れておりま　　

　　す。

（単位：千円）

預金 100,000

投資有価証券 50,660

　　　合計 150,660

③分別保管資産（証券業）

　証券取引法第47条の規定に

基づいて分別保管されている

資産は次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

預託金 5,873,000

（顧客分別金信託）

　なお、連結子会社黒川木徳証

券㈱における当中間連結会計

期間末現在の分別金信託に対

する顧客分別金必要額は

5,842,454千円であります。

③分別保管資産（証券業）

　金融商品取引法第43条の２

の規定に基づいて分別保管さ

れている資産は次のとおりで

あります。

（単位：千円）

預託金 3,245,000

（顧客分別金信託）

　なお、連結子会社黒川木徳証

券㈱における当中間連結会計

期間末現在の分別金信託に対

する顧客分別金必要額は　　　

3,172,703千円であります。

③分別保管資産（証券業）

　金融商品取引法第43条の２

の規定に基づいて分別保管さ

れている資産は次のとおりで

あります。

（単位：千円）

預託金 4,166,000

      （顧客分別金信託）
　なお、連結子会社黒川木徳証

券㈱における当連結会計期間

末現在の分別金信託に対する

顧客分別金必要額は 　 　 　

4,091,685千円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

40/99



　

前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

④分離保管資産（商品先物取

引業）

　商品取引所法第210条の規定

に基づき所定の金融機関に分

離保管されている資産は、次

のとおりであります。

（単位：千円）

預託金 140,000

指定金銭信託 50,000

　　　合計 190,000
 

なお、分離保管に加えて委託

者保護会員制法人日本商品委託

者保護基金と基金代位弁済委託

契約（298,000千円）を締結し

ております。また、その担保とし

て74,500千円を同基金へ預託し

ております。

なお、当中間連結会計期間末

現在の保全対象財産額は13,168

千円であります。

※３　特別法上の準備金

　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は、次のとお

りであります。

　商品取引責任準備金

　　商品取引所法第221条

　証券取引責任準備金

　　証券取引法第51条

※３　特別法上の準備金

　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は、次のとお

りであります。

  金融商品取引責任準備金

  金融商品取引法第46条の５

 

 

※３　特別法上の準備金

　特別法上の準備金の計上を規

定した法令の条項は、次のとお

りであります。

 金融商品取引責任準備金

 金融商品取引法第46条の５

　４　当社及び連結子会社（大洸ホー

ルディングス㈱、和洸フュー

チャーズ㈱、明洸フューチャー

ズ㈱）は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行と当

座貸越契約を締結しておりま

す。契約に基づく当中間連結会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

（単位：千円）

当座貸越限度額 3,250,000

借入実行残高 1,467,000

借入未実行残高 1,783,000

　４　当社及び連結子会社（黒川木徳

フィナンシャルホールディング

ス㈱、黒川木徳証券㈱、ダイトー

エムイー㈱）は、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀

行と当座貸越契約を締結してお

ります。契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

（単位：千円）

当座貸越限度額 5,150,000

借入実行残高 1,600,600

借入未実行残高 3,549,400

４　当社及び連結子会社（黒川木徳

フィナンシャルホールディング

ス㈱、黒川木徳証券㈱、ダイトー

エムイー㈱）は、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀

行と当座貸越契約を締結してお

ります。契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

（単位：千円）

当座貸越限度額 5,250,000

借入実行残高 2,066,800

借入未実行残高 3,183,200

 
　５　担保等として差入をした有価証

券の時価額（トレーディング商

品を除く)

（単位：千円）

信用取引貸証券 281,095

信用取引借入金

の本担保証券
7,446,011

長期差入保証金

代用有価証券

54,724

　５　担保等として差入をした有価証

券の時価額（売買目的有価証券

を除く)

（単位：千円）

信用取引借入金

の本担保証券

3,179,363

信用取引貸証券 203,221

長期差入保証金

代用有価証券

39,238

５　　担保等として差入をした有価証

券の時価額（売買目的有価証券

を除く)

（単位：千円）

信用取引借入金

の本担保証券

4,494,044

信用取引貸証券 51,914

差入保証金

代用有価証券

2,233,611

長期差入保証金

代用有価証券

40,608
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前中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

　６　担保等として差入を受けた有価

証券の時価額

（単位：千円）

信用取引貸付金

の本担保証券

9,960,551

信用取引借証券 281,095

受入保証金代用

有価証券

15,641,376

受入証拠金代用

有価証券

477,705

　６　担保等として差入を受けた有価

証券の時価額

（単位：千円）

信用取引貸付金

の本担保証券

4,685,963

信用取引借証券 203,221

受入証拠金代用

有価証券

206,517

受入保証金代用

有価証券

10,297,467

その他担保とし

て受け入れた有

価証券で、自己

処分権の付され

たもの

13,336

６　担保等として差入を受けた有価

証券の時価額

（単位：千円）

信用取引貸付金

の本担保証券

6,153,174

信用取引借証券 51,914

受入証拠金代用

有価証券

341,850

受入保証金代用

有価証券

12,273,850

その他担保とし

て受け入れた有

価証券で、自己

処分権の付され

たもの

10,520

―――――――― 　７　受取手形裏書譲渡高

　　　　　　　　　　　705,233千円

７　受取手形裏書譲渡高

　　　　　　　　920,867千円

―――――――― ―――――――― ※８　期末日満期手形の処理　

期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日に決済が行

われたものとして処理しており

ます。

　なお、当連結会計年度末が金融

機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含

まれております。

（単位：千円）

受取手形 32,636

受取手形裏書

譲渡高

40,083
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主な

費目と金額は次のとおりであり

ます。

※１　販売費及び一般管理費の主な

費目と金額は次のとおりであり

ます。

※１　販売費及び一般管理費の主な

費目と金額は次のとおりであり

ます。

 
（単位：千円）

支払手数料 223,337

給与手当 115,900

広告宣伝費 90,092

貸倒引当金繰入額 4,900

賞与引当金繰入額 2,195

 
（単位：千円）

給与手当 856,829

賞与引当金繰入額 95,001

貸倒引当金繰入額 22,478

役員退職慰労引当
金繰入額

40,142

 
（単位:千円）

給与手当 1,208,315

支払手数料 414,068

賞与引当金繰入額 40,794

貸倒引当金繰入額 7,180

役員退職慰労引当
金繰入額

5,008

―――――――― ※２　有形固定資産売却益の内訳 ――――――――

（単位：千円）

土地 4,919

建物 9,450

―――――――― ※３　固定資産除却損の内訳 ※３　固定資産除却損の内訳

（単位：千円）

車両運搬具 283

工具器具備品 865

（単位：千円）

建物 2,651

工具器具備品 798

        ―――――――― ※４　有形固定資産売却損の内訳          ――――――――

（単位：千円）

建物 6,951

土地 21,136
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

―――――――― ※５　固定資産減損損失 ※５　固定資産減損損失

    当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上

しました。

場所 用途 種類

㈱アエリ

ア

営業

設備

建物付属

設備、工具

器具備品

黒川木徳

フィナン

シ ャ ル

ホ ー ル

ディング

ス㈱

営業

設備

土地、建物

  資産のグルーピングは 、

キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、各会社を基本

単位としております。㈱アエリ

アは、グループ持株会社として

の役割に集約され、営業による

キャッシュ・フローを安定的に

生み出すことを予定しなくなっ

たため、固定資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減損し、当該

減少額を減損損失として15,784

千円を特別損失に計上しており

ます。黒川木徳フィナンシャル

ホールディングス㈱は、本店移

転に伴い、旧本店について正味

売却価額を算定したところ、簿

価を割っていたため、固定資産

の帳簿価額を正味売却価額まで

減損し、当該減少額を減損損失

として34,768千円を特別損失に

計上しております。

  資産の種類ごとの内訳は次の

とおりであります。

  建物 15,645千円

建物付属設備 7,803千円

土地 19,122千円

工具器具備品 7,981千円

　　合計 50,553千円

  なお、当資産グループの回収

可能価額は、使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・

フローを零とみなして算定して

おります。

    当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。

場所 用途 種類 そ の

他

㈱さくら

フィナン

シ ャ ル

サービシ

ズ

営業

設備

建物、

備品、

長期前

払 費

用、ソ

フ ト

ウェア

リ ー

ス 解

約 違

約金

㈱あおば

フィナン

シ ャ ル

パ ー ト

ナーズ

営業

設備

建物、

備品、

長期前

払 費

用、ソ

フ ト

ウェア

リー

ス解

約違

約金

  資産のグルーピングは 、

キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、各会社を基本

単位としております。㈱さくら

フィナンシャルサービシズ及び

㈱あおばフィナンシャルパート

ナーズは、商品先物取引業を営

んでおりますが、商品取引所法

改正以降業績が悪化し、業務活

動から生じる損益がマイナスの

状況が継続しております。この

ため、両社が保有する固定資産

の帳簿価額を回収可能価額まで

減損し、当該減少額を減損損失

として172,704千円を特別損失

に計上しております。

  資産の種類ごとの内訳は次の

とおりであります。

  建物 34,101千円

その他の有形固定

資産

30,508千円

ソフトウェア 31,110千円

投資その他の資産 17,783千円

その他 59,200千円

　　合計 172,704千円

  なお、当資産グループの回収

可能価額は、使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・

フローを零とみなして算定して

おります。

―――――――― ―――――――― ※６　事業撤退損失

㈱さくらフィナンシャルサービ

シズ及び㈱あおばフィナンシャ

ルパートナーズの株式譲渡に伴

う売却損相当額であります。

次へ

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

44/99



(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式

　　普通株式（注）１ 64,674 1,758 － 66,432 

　　合計 64,674 1,758 － 66,432 

自己株式

　　普通株式（注）２ 223  3,888 － 4,111 

　　合計 223  3,888  － 4,111 

　（注）１．発行済株式の当中間連結会計期間増加1,758株は、新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の当中間連結会計期間増加3,888株は、市場買付による増加であります。

　

　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結会
計期間末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増加

当中間連結
会計期間減少

当中間連結
会計期間末

連結子会社

大洸ホールディング

ス株式会社

平成18年新株予約権

－ － － － － 10,400

合計 － － － － － 10,400

　

　３．配当に関する事項

　　　（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 64,451 1,000平成18年12月31日 平成19年3月30日
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当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項　

前連結会計年度末
株式数（株）　

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式

　　普通株式（注）１ 67,386 72 － 67,458

　　合計 67,386 72 － 67,458

自己株式

　　普通株式（注）２ 7,200 1,109 380 7,929

　　合計 7,200 1,109 380 7,929

　（注）１．発行済株式の当中間連結会計期間増加72株は、新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の当中間連結会計期間増加1,109株は、市場買付による増加、当中間連結会計期間減少380株は

　　　　(株)インキュベート・パートナーズとの株式交換における自己株式の付与によるものであります。

　

　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結会
計期間末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増加

当中間連結
会計期間減少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）

ストックオプションと

しての新株予約権
－ － － － － 75,100

連結子会社 － － － － － － 26,492

合計 － － － － － 101,593

　

　３．配当に関する事項

　　　（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日
定時株主総会

普通株式 120,372 2,000平成19年12月31日 平成20年3月31日
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前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項　

前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

　　普通株式（注）１ 64,674 2,712 － 67,386 

　　合計 64,674 2,712 － 67,386 

自己株式

　　普通株式（注）２ 223 6,977 － 7,200 

　　合計 223 6,977 － 7,200 

　（注）１．発行済株式の当連結会計年度増加2,712株は、新株予約権の行使による増加によるものであります。

　　　　２．自己株式の当連結会計年度増加6,977株は、市場買付による増加であります。

　

　２．新株予約権等に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

連結子会社
（黒川木徳フィナン
シャルホールディング
ス株式会社）

－ － － － － － 10,400

連結子会社
（ダイトーエムイー株
式会社）

－ － － － － － 18,143

合計 － － － － 28,543

　

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

47/99



　３．配当に関する事項

　　　（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月29日
定時株主総会

普通株式 64,451 1,000平成18年12月31日 平成19年3月30日

　
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

決議日 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当金の原資
1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日
定時株主総会

普通株式 120,372利益剰余金 2,000平成19年12月31日 平成20年3月31日

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残
高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

（平成19年６月30日現在） （平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在）

　

（千円）

現金及び預金勘定 11,102,878

有価証券勘定（ＭＭＦ) 802,935

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金
△1,282,234

分離保管指定金銭信託 △50,000

責任準備預金 △148,833

現金及び現金同等物 10,424,744

　

　

（千円）

現金及び預金勘定 9,543,795

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金
△620,099

外務員預金 △54,144

現金及び現金同等物 8,869,551

　

（千円）

現金及び預金勘定 10,991,146

有価証券勘定（ＭＭＦ) 3,282

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金
△620,099

外務員預金 △57,647

現金及び現金同等物 10,316,681
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額

相当額

（千円）

中間期末

残高

相当額

（千円）

建物付

属設備
2,309 673 1,635

工具器

具備品
247,797128,936118,861

ソフト

ウェア
4,8004,240 560

合計 254,906133,849121,056

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

　1年内 50,921千円

　1年超 74,480千円

　 合計 125,401千円

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息及び減損損失

支払リース料 767千円

減価償却費相当額 697千円

支払利息相当額 116千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(5) 利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。

１．ファイナンス・リース取引

  (1)所有権移転ファイナンス・

リース取引

該当事項はありません。

  (2)所有権移転外ファイナンス・

リース取引

    ①リース資産の内容

     主として、ファイナンス事業に

おける車両等であります。

    ②リース資産の減価償却の方法

　「中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項　４．会

計処理基準に関する事項　(2)重

要な減価償却資産の減価償却の

方法　ハ　リース資産」に記載の

通りであります。

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

　1年内 2,737千円

　1年超 6,256千円

　 合計 8,993千円

３．適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額

相当額

（千円）

中間期末

残高

相当額

（千円）

工具器

具備品
138,01784,85453,163

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

　1年内 25,436千円

　1年超 27,726千円

　 合計 53,163千円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

 (3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息及び減損損失

支払リース料 7,772千円

減価償却費相当額 7,772千円

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額

相当額

（千円）

期末

残高

相当額

（千円）

建物付

属設備
4,3721,8212,550

工具器

具備品
153,61879,85573,763

合計 157,99081,67676,313

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等

    未経過リース料期末残高相当額

　1年内 31,813千円

　1年超 44,500千円

　 合計 76,313千円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

支払リース料 19,775千円

減価償却費相当額 19,775千円

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によってお

ります。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(4）減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はありません。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はありません。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はありません。
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

　　　 １．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

（１）株式（注) 3,438,496 4,383,437944,940

（２）債券 － － －

（３）その他 155,407 242,382 86,974

合計 3,593,904 4,625,8191,031,915

　

　　　 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 　

　非上場株式（注） 226,556

　マネー・マネジメント・ファンド 802,935

　その他 887,501

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について5,016千円及び時価評価されてい

ない非上場株式について147,598千円減損処理を行っております。

　

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

　　　 １．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

（１）株式（注) 3,366,488 2,785,347△581,140

（２）債券 － － －

（３）その他 68,131 66,187 △1,944

合計 3,434,619 2,851,534△583,084

　

　　　 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 　

　非上場株式（注） 46,175

　マネー・マネジメント・ファンド －

　その他 662,763

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について248,416千円及び時価評価されて

いない非上場株式について112,850千円減損処理を行っております。
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前連結会計年度末（平成19年12月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

（１）株式（注) 　2,780,279 　2,626,012　△154,267

（２）債券 　－ 　－ 　－

（３）その他 　197,346 　192,579　△4,766

合計 　2,977,625 　2,818,591　△159,034

（注）当連結会計年度において、有価証券について104,300千円減損処理を行っております。

　

　　　 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 　

　非上場株式 510,156

　マネー・マネジメント・ファンド 3,282

　その他 734,353

　

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年６月30日）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

商品

先物取引

　　　売建 2,955,976 2,961,185 △5,209

　　　買建 2,895,677 2,905,419 9,741

合計 － － 4,532

（注）１．上記商品のデリバティブ取引は貴金属、穀物、石油等の商品先物取引であります。

２．時価の算定方法は、各商品取引所の最終値によっております。

　

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

　取引の時価等に関する事項

　 　①黒川木徳証券株式会社

　　　期末残高がないため、該当事項はありません。

　

　　 ②ダイトーエムイー株式会社

     (1)通貨関連

       期末残高がないため、該当事項はありません。

     (2)金利関連

       金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので

         注記の対象から除いております。

　

前連結会計年度末（平成19年12月31日）

  取引の時価等に関する事項

     ①黒川木徳証券株式会社

　     期末残高がないため、該当事項はありません。

　

    ②ダイトーエムイー株式会社
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    (1)通貨関連

     期末残高がないため、該当事項はありません。

    (2)金利関連

     金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので

      注記の対象から除いております。
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(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）

　　 該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

　　　１．当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　　　　　販売費及び一般管理費　2,575千円

　　　　　　　　売上原価　　　　　　　1,248千円

　

　　　　２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　　　　　　　　その他特別利益　　　　6,318千円

　

　　　　３．ストック・オプションの内容及び規模

　　　　　当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは以下のとおりであります。

会社名 提出会社

決議年月日 平成20年４月23日

付与対象者の
区分及び人数

当社及び子会社の役員・従業員、社外協
力者18名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　5,967

付与日 平成20年５月15日

権利確定条件 －

対象勤務期間 －

権利行使期間 平成20年５月15日～平成24年１月22日

権利行使価格（円） 210,084

付与日における公正な評価単価
（円）

12,586
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前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

ストック・オプションの内容及び規模

平成15年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション

会社名 提出会社 提出会社

付与対象者の区分及び人数
（名）

当社取締役３名、監査役１名
子会社取締役３名、当社従業員22名

当社及び子会社の従業員27名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　5,370（注）１ 普通株式　108

付与日 平成15年12月３日 平成18年４月18日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日（権利行使期間

の開始日の前日）まで継続して勤務し

ていること。

付与日以降、権利確定日（権利行使期間

の開始日の前日）まで継続して勤務し

ていること。

対象勤務期間
自　平成15年12月３日　
至　平成17年12月31日

自　平成18年４月18日　
至　平成20年３月31日

権利行使期間 平成18年１月１日～平成23年12月31日平成20年４月１日～平成23年３月31日

権利行使価格（円） 7,000 539,000

付与日における公正な評価単価
（円）

－ －

　

平成18年ストック・オプション 平成18年第１回ストック・オプション

会社名 連結子会社（株式会社ゲームポット）
連結子会社（ダイトーエムイー株式会
社）

付与対象者の区分及び人数
（名）

同社従業員37名 同社取締役５名、執行役員４名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　765（注）２ 普通株式　234,000

付与日 平成18年４月13日 平成18年６月13日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日（権利行使期間

の開始日の前日）まで継続して勤務し

ていること。

－

対象勤務期間
自　平成18年４月13日　
至　平成20年３月25日

－

権利行使期間 平成20年３月26日～平成25年３月25日平成18年６月14日～平成20年６月11日

権利行使価格（円） 389,000 408

付与日における公正な評価単価
（円）

－ 27

　

平成18年第２回ストック・オプション 平成19年第１回ストック・オプション

会社名
連結子会社（ダイトーエムイー株式会
社）

連結子会社（ダイトーエムイー株式会
社）

付与対象者の区分及び人数
（名）

同社取締役４名、執行役員４名
従業員78名

インキュベート・パートナーズ１号
投資事業有限責任組合　１名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　355,000 普通株式　1,000,000

付与日 平成18年８月25日 平成19年11月19日

権利確定条件

新株予約権の行使時においても同社又

は同社の子会社の取締役又は従業員の

地位にあること。

－

対象勤務期間

付与数の２分の１
自　平成18年８月25日　
至　平成20年７月28日
付与数の残数
自　平成18年８月25日　
至　平成22年７月28日

－

権利行使期間 平成20年７月28日～平成24年７月28日平成19年11月20日～平成23年11月18日

権利行使価格（円） 420 400

付与日における公正な評価単価
（円）

59 411

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

55/99



　

平成19年第２回ストック・オプション 平成18年第１回ストック・オプション

会社名
連結子会社（ダイトーエムイー株式会
社）

連結子会社（株式会社エアネット）

付与対象者の区分及び人数
（名）

同社取締役５名、執行役員６名
同社取締役４名
監査役１名、従業員16名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　123,000 普通株式　517（注）２

付与日 平成19年11月19日 平成18年４月19日

権利確定条件 －

付与日以降、権利確定日（権利行使期間

の開始日の前日）まで継続して勤務し

ていること。

対象勤務期間 －
自　平成18年４月19日　
至　平成20年８月31日

権利行使期間 平成19年11月20日～平成23年11月18日平成20年９月１日～平成27年12月31日

権利行使価格（円） 400 120,000

付与日における公正な評価単価
（円）

411 －

　

平成18年第２回ストック・オプション 平成19年ストック・オプション

会社名 連結子会社（株式会社エアネット） 連結子会社（株式会社エアネット）

付与対象者の区分及び人数
（名）

同社従業員３名 同社取締役１名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　70 普通株式　150

付与日 平成18年８月16日 平成19年９月27日

権利確定条件

付与日以降、権利確定日（権利行使期間

の開始日の前日）まで継続して勤務し

ていること。

付与日以降、権利確定日（権利行使期間

の開始日の前日）まで継続して勤務し

ていること。

対象勤務期間
自　平成18年８月16日　
至　平成20年８月31日

自　平成19年９月27日　
至　平成19年９月30日

権利行使期間 平成20年９月１日～平成27年12月31日平成19年10月１日～平成29年９月30日

権利行使価格（円） 120,000 300,000

付与日における公正な評価単価
（円）

－ －

（注）１．平成18年４月１日をもって株式分割（１:３）を行っております。　

　　　２．退職等により権利を喪失した従業員等の新株予約権の個数は除外しております。　
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

エンター
テイメント
事業
（千円）

メディア＆
ソリューション
事業（千円)

計
（千円）

消去又は
全社
(千円)

連結
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

2,035,339550,3262,585,665 － 2,585,665

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

－ 579 579 (579) －

計 2,035,339550,9052,586,244 (579) 2,585,665

営業費用 1,553,316473,5202,026,836256,5792,283,415

営業利益 482,023 77,385 559,408(257,158)302,249

　

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２．事業区分の各区分に属する主要なサービスの名称
サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しております。
エンターテイメント事業・・・ オンラインゲームを中心とするコンテンツ配信事業、ゲームソ

フト開発事業
メディア＆ソリューション事業・・・ インターネットを媒体とした広告関連事業、システム開

発事業、データセンター事業
ファイナンス事業・・・ 証券業、商品先物所上場商品の売買及び受託業務、コンサルティング事

業
３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は249,422千円であり、そ
の主なものは管理部門費用であります。

４．事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から４ 区分していまし
たが、当中間連結会計期間より連結の範囲が拡大されたことに伴い、事業の実態を反映したより
適正なセグメントとすべく、当中間連結会計期間より連結した子会社の事業内容等を考慮して、
セグメントを３区分し、それぞれ名称を「エンターテイメント事業」、「メディア＆ソリュー
ション事業」、「ファイナンス事業」に変更するものであります。

　　　また、ファイナンス事業につきましては、当該事業に該当する連結子会社を当中間連結会計期間
に取得しましたが、みなし取得日を当中間連結会計期間末としているため、当該事業の売上、営
業費用、営業利益については、下期より計上する予定であります。
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　なお、当中間連結会計期間のセグメント情報を、前中間連結会計期間において用いた事業区分の方法
により区分すると次のとおりになります。

オンライン
ゲーム事業
（千円）

モバイル
コンテン
ツ＆ソ
リューショ
ン事業
（千円）

システムソ
リューショ
ン事業
（千円）

メディア事
業、その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
(千円)

連結
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,646,309193,372399,235346,7472,585,665－ 2,585,665

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

－ － 3,600 579 4,179(4,179) －

計 1,646,309193,372402,835347,3262,589,844(4,179)2,585,665

営業費用 1,195,703155,002332,723347,0062,030,436252,9792,283,415

営業利益 450,60638,36970,112 319 559,408(257,158) 302,249
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当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

エンター
テイメント
事業
（千円）

メディア＆ソ
リューション
事業（千円)

ファイナンス
事業
(千円)

計
（千円）

消去又は
全社
(千円)

連結
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

2,052,655454,7215,287,8427,795,219 － 7,795,219

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ 8,517 30,151 38,668(38,668) －

計 2,052,655463,2385,317,9937,833,887(38,668)7,795,219

営業費用 1,630,877461,2425,739,2657,831,385549,236 8,380,622

営業利益又は
　営業損失（△）

421,778 1,996△421,272 2,502(587,905)△585,402

　

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２．事業区分の各区分に属する主要なサービスの名称
サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しております。
エンターテイメント事業・・・ オンラインゲームを中心とするコンテンツ配信事業、ゲームソ

フト開発事業
メディア＆ソリューション事業・・・ インターネットを媒体とした広告関連事業、システム開

発事業、データセンター事業
ファイナンス事業・・・ 証券業、外国為替証拠金取引業、投資事業、コンサルティング事業、電子

機器・同部材商社業
３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は557,905千円であり、そ
の主なものは管理部門費用であります。
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前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

エンター
テイメント
事業
（千円）

メディア＆ソ
リューション
事業
（千円）

ファイナンス
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
(千円)

連結
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

4,525,372935,0461,916,9067,377,325 － 7,377,325

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ 4,188 － 4,188 (4,188) －

計 4,525,372939,2341,916,9067,381,513(4,188)7,377,325

営業費用 3,458,366811,0762,039,1866,308,630669,418 6,978,049

営業利益又は
営業損失（△）

1,067,005128,157△122,2801,072,883(673,607)399,276

　
（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分の各区分に属する主要なサービスの名称
サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しております。
エンターテイメント事業・・・ オンラインゲームを中心とするコンテンツ配信事業、ゲームソ

フト開発事業
メディア＆ソリューション事業・・・ インターネットを媒体とした広告関連事業、システム開

発事業、データセンター事業
ファイナンス事業・・・ 証券業、商品先物所上場商品の売買及び受託業務、コンサルティング事

業
３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は669,418千円であり、そ
の主なものは管理部門費用、役員報酬であります。

 ４．事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から4 区分していましたが、当連結

会計年度より連結の範囲が拡大されたことに伴い、事業の実態を反映したより適正なセグメントとすべく、

当連結会計年度より連結した子会社の事業内容等を考慮して、セグメントを3区分し、それぞれ名称を「エン

ターテイメント事業」、「メディア＆ソリューション事業」、「ファイナンス事業」に変更するものであり

ます。

　

　なお、当連結会計年度のセグメント情報を、前連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分する

と次のとおりになります。

オンライン
ゲーム事業
（千円）

モバイル
コンテン
ツ＆ソ
リューショ
ン事業
（千円）

システムソ
リューショ
ン事業
（千円）

メディア事
業、その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
(千円)

連結
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

3,831,252270,913783,4992,491,6607,377,325－ 7,377,325

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

－ 3,029 － 1,158 4,188(4,188) －

計 3,831,252273,942783,4992,492,8197,381,513(4,188)7,377,325

営業費用 2,759,716235,751656,6282,656,5346,308,630669,4186,978,049

営業利益又は
　営業損失（△）

1,071,53538,191126,871△163,7141,072,883(673,607)399,276

　

【所在地別セグメント情報】
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本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

前中間連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前中間連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 168,906円　31銭１株当たり純資産額 155,187円　44銭１株当たり純資産額 154,158円　26銭

１株当たり
中間純利益金額

13,141円　70銭
１株当たり
中間純利益金額

5,586円　85銭
１株当たり
当期純利益金額

14,851円　62銭

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

12,655円　93銭
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

5,535円　18銭
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

14,206円　12銭

　

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） 850,300 332,792 929,949

普通株主に帰属しない金額（千円） ― － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
850,300 332,792 929,949

期中平均株式数（株） 64,702 59,567 62,616

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期)純利益金額

　中間（当期）純利益調整額（千円) △6,851 － △16,296

　（うち子会社の発行する潜在株式に

よる影響）
（△6,851） （－） (△19,296)

　普通株式増加数（株） 1,942 556 1,698

　（うち新株予約権） （1,942） (556) △1,698

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要

平成18年新株予約権

（普通株式108株）

平成18年新株予約権

（普通株式36株）
  平成20年新株予約権
　（普通株式5,967株）

平成18年新株予約権

（普通株式108株）
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(重要な後発事象)
前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

１．商品先物事業子会社の経営統合
完了について
　平成19年４月９日に開催された大
洸ホールディングス株式会社の取締
役会において、商品先物取引事業子
会社について経営統合することを決
議しておりましたが、平成19年６月
29日に農林水産大臣及び経済産業大
臣より合併認可をいただき、平成19
年７月１日付けで事業子会社の経営
統合が完了いたしました。概要は以
下の通りです。
 
①洸陽フューチャーズ株式会社とさ
くらフューチャーズ株式会社の合
併 
　新商号「株式会社さくらフィナン
シャルサービシズ」の概要 
(1）商号 株式会社さくらフィナン

シャルサービシズ 
（英訳名：SAKURA Financial
　　　　　Services Ltd.） 
(2）代表者　代表取締役会長
　　　　　　石川 清助 
　　　　　　代表取締役社長
　　　　　　篠原 定功 
　　　　　　代表取締役副社長
　　　　　　宮澤 秀幸 
(3）所在地 〒540-0026 大阪市中央

区内本町二丁目４番12
号 

(4）資本金 350百万円 
(5）発行済株式総数 7,000株（普通
株式） 

(6）株主及び持株比率 
大洸ホールディングス株式会社
（100％）
 
②和洸フューチャーズ株式会社と明
洸フューチャーズ株式会社の合併
 
　新商号「株式会社あおばフィナン
シャルパートナーズ」の概要 
(1）商号 株式会社あおばフィナン

シャルパートナーズ 
（英訳名：AOBAFinancial Partners
　　　　　Ltd.） 
(2）代表者 代表取締役会長
　　　　　 藤原 秀喜 
　　　　　代表取締役社長
　　　　　有馬 誠吾 
(3）所在地 〒540-0026 大阪市中央

区南本町二丁目３番12
号

１．連結子会社との合併について

　平成20年７月７日開催の取締役会

において、当社の連結子会社であり

ます、株式会社インキュベート・

パートナーズ（以下、「ＩＰ」とい

う。）を吸収合併することを決議い

たしました。概要は以下の通りです。

 

①合併の目的

　当社グループ会社再編の一環とし

て、本合併を行うことにより経営資

源の効率化を加速し、強固な収益性

を追求することで、当社グループの

ファイナンス事業のさらなる強化・

拡大を図ることを目的としておりま

す。

 

②合併の要旨

 (1)合併の日程

　　合併決議取締役会　

    平成20年７月７日

    合併契約締結　

    平成20年７月７日　

なお、本合併は会社法第796条第３項

の規定が定める簡易合併ならびに同

法第784条第１項に定める略式合併

であるため、当社及びＩＰは株主総

会による承認を得ずに行います。

    合併の効力発生日

　　平成20年８月15日

(2)合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方

式でＩＰは解散致します。

　

(3)合併比率ならびに合併交付金、

   合併により発行する株式

　　 当社は、ＩＰの全株式を所有して

おり、合併による新株の発行及び資

本金の増加、ならびに合併交付金の

支払は行いません。

(4)消滅会社の新株予約権及び新株　

　予約権付社債に関する取り扱い

　該当事項はありません。

 

１．当社の連結子会社であります、
黒川木徳フィナンシャルホールディ
ングス株式会社が、下記のとおり、全
額出資による子会社の設立をいたし
ました。

①孫会社設立の理由

　黒川木徳フィナンシャルホール

ディングス株式会社は子会社を設立

し、同社にて金融商品の調査及び

ファンド等の組成に取り組んでまい

ります。これにより、黒川木徳フィナ

ンシャルホールディングスグループ

の業績の向上と収益構造の強化を

図ってまいります。

②設立する会社の概要

　(1)商号　黒川木徳キャピタルマ
ネージメント株式会社

(2)所在地　東京都港区赤坂三丁目

16番11号

　(3)代表者　取締役　間瀬博行

　(4)設立年月日　平成20年２月８日

　(5)資本金　50百万円

　(6)事業の内容　金融商品取引法に

基づく第一種金融商品取引業務（登

録申請予定）、投資運用業、投資顧問

業等

　(7)決算期　３月31日

　(8)大株主及び持株比率　

黒川木徳フィナンシャルホールディ

ングス株式会社　1,000株（100%)

 

２．当社の完全子会社である株式会

社アエリアIPMの全株式を、当社の連

結子会社である株式会社ゲームポッ

トに、以下のとおり譲渡いたしまし

た。

①異動の目的

現在、アエリアIPMは『Wizardry6』、

『Wizardry7』、『Wizardry8』、

『WizardryGold』の著作権等の一切

の権利及び『ウィザードリィ

(Wizardry)』の全世界における商標

権など、版権の取得・管理を行って

おります。

この度、同社がゲームポットの傘下

に加わることによって、新たなビジ

ネスの展開が可能となり、同社の成

長・発展により寄与するものと考え

ております。

②株式の譲渡先の概要

(1)商号 株式会社ゲームポット
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　 前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(4）資本金 500百万円 
(5）発行済株式総数 500,000株
　（普通株式） 
(6）株主及び持株比率 
大洸ホールディングス株式会社
（100％）
 
 ２．子会社株式の譲渡に伴う子会
社及び孫会社の異動について
平成19年７月３日に開催された大洸
ホールディングス株式会社の取締役
会において、大洸ホールディングス
の連結子会社である株式会社アイ
ビックジェイピードットコム（以下
「アイビックJP.COM」という）の大
洸ホールディングス所有株式全て
を、同じく大洸ホールディングスの
連結子会社である黒川木徳証券株式
会社（以下「黒川木徳証券」とい
う）に譲渡することを決議いたしま
した。概要は以下のとおりです。
 

①異動の理由 

　アイビックJP.COM が営んでいる外

国為替証拠金取引業務は、平成19年

９月に予定されている金融商品取引

法の施行により、業界を取り巻く環

境が大きく変化することが予想さ

れ、アイビックJP.COM では営業基盤

の強化が喫緊の経営課題となってお

ります。 

　今般、アイビックJP.COM を黒川木

徳証券の子会社とすることにより、

黒川木徳証券が有する顧客基盤及び

営業ノウハウを共有することが可能

となり、アイビックJP.COM の営業基

盤の強化ならびに収益性の向上が図

られると判断し、アイビックJP.COM 

全株式の譲渡を決定いたしました。

③被合併会社の概要

(1)商号
株式会社インキュ
ベート・パートナー
ズ

(2)事業内容
上場企業を対象とし
た経営支援ファンド
の運営

(3)設立年月日 平成18年２月

(4)本店所在地
東京都港区赤坂五丁
目２番20号

(5)代表者の役職・
氏名

代表取締役　鈴木広
美

(6)発行済株式総数 200株

(7)資本金 10百万円

(8)純資産 19百万円

(9)総資産 1,770百万円

(10)決算期 ３月31日

(11)大株主及び持ち
株比率

㈱アエリア 100.0%

 
２．ダイトーエムイー株式会社の株

式交換による完全子会社化について

  平成20年７月７日、株式会社アエ

リアならびにダイトーエムイー株式

会社（以下、「ＤＭＥ」という。）

は、両社取締役会において、アエリア

を完全親会社、ＤＭＥを完全子会社

とする株式交換に関する株式交換契

約を締結いたしました。現在アエリ

アは100%子会社である株式会社イン

キュベート・パートナーズ（以下、

「ＩＰ」という。）が運営するイン

キュベート・パートナーズ1号投資

事業有限責任組合（以下、「ＩＰ1

号」という。）を通じてＤＭＥの発

行済株式総数の55.9%を保有してお

り、アエリアはＤＭＥの親会社であ

りますが、平成20年７月30日開催予

定であるＤＭＥの定時株主総会の承

認を経て、同年９月16日付けで株式

交換を実施し、ＤＭＥを完全子会社

とする予定です。　

①本株式交換の目的

本株式交換を行うことにより、ＤＭ

Ｅを非上場化した上で、ＤＭＥがよ

り効率的かつスピーディに経営改革

を行うことが目的であります。

②本株式交換相手会社の名称

　ダイトーエムイー株式会社

(2)所在地 東京都港区高輪三丁目26
番33号

(3)代表者 代表取締役社長

　　　　　植田修平

(4)設立年月日 平成13年５月17日

(5)主な事業の内容 オンラインゲー

ム事業

モバイルコンテンツ事業

(6)資本金 835,935千円

(7)株主構成 株式会社アエリア

（44.4％）

ソネットエンタテインメント株式会

社（25.0％）

③異動の日程

　平成20年２月29日（金）

④異動する子会社の概要

(1)商号 株式会社アエリアIPM

(2)所在地 東京都港区赤坂五丁目２

番20号

(3)代表者 代表取締役社長 篠﨑高

広

(4)設立年月日 平成18年10月10日

(5)主な事業の内容 版権管理及びコ

ンテンツファンドの組成・運用

(6)資本金 1,000千円

(7)株主構成 株式会社アエリア

（100％）
 

　

EDINET提出書類

株式会社アエリア(E05453)

半期報告書

65/99



　 前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

②異動の方法 

株式譲渡契約による。 

 

③異動する子会社の概要 

(1）商号 株式会社アイビックジェ

イピードットコム 

(2）代表者 代表取締役社長

　　　　 　藤井 修 

(3）本店所在地 東京都千代田区西

神田一丁目４番11

号 

(4）設立年月日 平成17年10月25日 

(5）主な事業の内容 

　　外国為替証拠金取引業 

(6）発行済株式総数 4,000株

（大洸ホールディングス100％子会

社）

 

④株式の譲渡先の概要 

(1）商号 黒川木徳証券株式会社 

(2）代表者 代表取締役社長

　　　　　 木村 欣二 

(3）本店所在地 東京都中央区日本

橋一丁目16番３号 

(4）設立年月日 大正７年10月18日 

(5）主な事業の内容 証券業 

(6）発行済株式総数 23,926,000株

（大洸ホールディングス所有比率　

62.5％）

 

⑤譲渡株式数及び譲渡前後の所有株

式数 

(1）異動前の所有株式数 4,000株

（大洸ホールディングス所有比率

100％） 

(2）譲渡株式数 4,000株 

(3）異動後の所有株式数 0株

（大洸ホールディングス所有比率　

０％） 

この株式譲渡により、アイビックJP.

COM は黒川木徳証券の子会社（所有

比率100％）に、また大洸ホールディ

ングスの孫会社になります。 

 

⑥譲渡価額 

116百万円（１株につき29,000円）

③本株式交換の内容

(1)株式交換比率

会社名
アエリア
(完全親会社)

DME
(完全子会社)

株式交換
比率 1 0.0024

注１） ＤＭＥの株式１株に対し

て、アエリアの株式０．００２４

株を割当てます。ただし、アエリア

がＩＰを吸収合併することを通じ

て保有しているＤＭＥ普通株式

3,578,000株については、本株式交

換による株式の割当てを行いませ

ん。

注２） 本株式交換では、アエリア

は新株式の発行は行いません。

（アエリアは、その保有する自己

株式を株式交換による株式の割当

てに充当します。）

注３） 本株式交換に伴い、１株に

満たない端数が生じた場合には、

会社法234 条の規定により、その

端数の合計数（その合計数に１に

満たない端数がある場合は切り捨

てるものとします。）に相当する

当社の株式を売却し、その端数に

応じてその代金を当該株主に交付

します。

(2)株式交換比率の算定方法

　本株式交換の株式交換比率につい

ては、その公平性および妥当性を期

すため、アエリアおよびＤＭＥがそ

れぞれ別個に、両社から独立した第

三者機関に株式交換比率の算定を依

頼することとし、アエリアはＴＦＰ

ビジネスソリューション株式会社

を、ＤＭＥは日本中央税理士法人を、

それぞれ第三者機関として選定しま

した。 その算定結果を踏まえ、両社

間で慎重な交渉・協議を行ったうえ

で、本株式交換の株式交換比率を決

定いたしました。

④相手会社の概要

(1)事業内容　

　　　電子部材・電子部品卸売り

　　　自社製品販売

(2)資本金の額  1,474,083千円

(3)純資産　 3,166,142千円

          （連結）

(4)総資産　5,052,244千円

          （連結）

(5)従業員　103名（連結）

⑤譲渡前後における当社所有に係る

アエリアIPM の議決権の数及び議決

権の総数に対する割合、売却価格及

び売却損益

              （譲渡前)（譲渡後）

(1)当社所有議決権数 20個  0個

（当社所有株式数    20株 0株）

(2)議決権の総数     20個  0個

（発行済株式総数    20株 0株）

(3)議決権の総数に対する割合 

                     100% 0%

（発行済株式数に対する割合 

                     100% 0% ）

(4)売却価格　3,876千円

(5)売却損益　0千円

３．平成20年２月28日開催の取締役

会において、当社が保有する、当社の

連結子会社である株式会社ゲーム

ポットの全株式について、ソネット

エンタテインメント株式会社が実施

する公開買付けに応募することを下

記のとおり決議いたしました。
 
①公開買付けへの応募の理由

　当社は連結対象会社19社（平成19

年12月31日現在）とともに、アエリ

アグループを形成し、主力事業であ

るエンターテイメント事業に加え、

メディア＆ソリューション事業、

ファイナンス事業を展開しており

ます。

エンターテイメント事業におきま

しては、国内、北米を中心としたオ

ンラインゲーム配信、家庭ゲーム機

用ソフトの企画・製作等を行って

おります。メディア＆ソリューショ

ン事業においては、IT 専門ニュー

スサイトの運営・配信、データセン

ターサービスやSI サービスを、ま

たファイナンス事業においては、証

券業や様々な形態の投資事業等を

行っております。

ゲームポットは、当社の連結子会社

として、「インターネットを使った

新しい遊びの創造」を経営理念に

掲げ、インターネットを通じて参加

者が相互に交流しながら遊ぶオン

ラインゲーム事業及び携帯電話で

のゲーム配信を中心としたモバイ

ルコンテンツ事業を展開しており

ます。
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　 前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

⑦異動の日程 

(1）平成19年６月25日 

　　取締役会決議（黒川木徳証券)

 

(2）平成19年７月３日 

　　取締役会決議

　　（大洸ホールディングス） 

(3）平成19年７月３日 株式譲渡契

約締結・株式譲

渡

 

３．子会社の異動（新設）について

　平成19年８月６日に開催された大

洸ホールディングス株式会社の取締

役会において、大洸ホールディング

ス全額出資による子会社を設立する

ことを決議いたしました。概要は以

下のとおりです。

 

①子会社設立の理由 

　大洸ホールディングス株式会社は、

商品先物取引業務、証券業務、外国為

替証拠金取引業務をそれぞれ行う企

業傘下に持ち、個人投資家を中心に

投資の勧誘等を行っております。 

　今般、新たに子会社を設立し、大洸

ホールディングス株式会社にてグ

ループ各社の事業を横断する金融商

品の調査・ファンド等の組成を行う

ことにより、グループ各社とのシナ

ジー効果を図り、グループ全体の企

業価値の向上を図るためでありま

す。

 

②設立する会社の概要 

(1）商号 ＫＫＦＧキャピタル株式

会社 

(2）所在地 大阪市中央区内本町二

丁目４番12号 

(3）代表者 取締役 若林 雄二 

(4）設立年月日 平成19年８月10日

（予定)

(5）資本金 10百万円 

(6）事業の内容 資産運用業 

　投資顧問業 

投資事業組合及び匿

名組合財産の運営、管

理 

顧客の金融資産の運

用に関する投資助言

・代理行為 

(7）決算期 ３月31日 

⑤本株式交換の時期

　(1)本株式交換の日程

　株式交換契約書締結

  承認決議取締役会

　(両社）　平成20年７月７日

　定時株主総会にて株式交換承認

 （ＤＭＥ）　平成20年７月30日

　売買最終日（ＤＭＥ）　

  平成20年９月８日（予定）

  上場廃止日（ＤＭＥ）

  平成20年９月９日（予定）

  本株式交換の予定日

  （効力発生日）

  平成20年９月16日（予定）

  本株式交換は、アエリアについて

は、会社法第796条３項本文の規定に

基づき、簡易株式交換の手続きによ

り株主総会の承認を得ないで行う予

定です。

⑥株式交換完全子会社の新株予約権

および新株予約権付社債に関する取

扱い

　本株式交換に際して、ＤＭＥが発行

している新株予約権（以下、「新株

予約権」という。）の行使権者に対

して、当該新株予約権に代わるアエ

リアの新株予約権の交付は行いませ

ん。ＤＭＥは、アエリアによるＩＰの

吸収合併の効力発生および株式交換

契約がアエリアの取締役会、ＤＭＥ

の株主総会で承認されることを条件

に、本株式交換の効力発生日の前日

までに、その発行する新株予約権の

全てを消滅させ、または取得・消却

することを予定しております。なお、

ＤＭＥは新株予約権付社債の発行は

いたしておりません。

⑦ＤＭＥ普通株式の上場廃止につい

て

　本株式交換の実施の結果、ＤＭＥは

株式交換の効力発生日である平成20

年９月16日（予定）をもって、アエ

リアの完全子会社となります。完全

子会社となるＤＭＥの普通株式は

ジャスダック証券取引所の有価証券

上場規程に従い、所定の手続きを経

て、上場廃止になる予定です。（現在

予定されているＤＭＥ普通株式の上

場廃止日は平成20年９月９日であ

り、上場廃止後は、ジャスダック証券

取引所において、ＤＭＥ普通株式を

取引することはできません。）

　公開買付者は、「So-net（ソネッ

ト）」ブランドのもと、ブロードバ

ンド接続サービスの提供を中心とし

た接続事業、並びに、インターネット

を通じたコンテンツ提供、インター

ネット広告、商品販売、ライセンスビ

ジネス、法人向けソリューション

サービス等のポータル事業等を展開

しております。公開買付者は、「ネッ

トワークエンタテインメントの追

求」をビジョンに掲げ、平成19年度

からの３ヵ年を実行期間とする中期

経営計画において、オンラインゲー

ムをネットワークエンタテインメン

トの中核の一つとして位置付けてお

ります。

ゲームポット及び公開買付者は、平

成18年９月、ブロードバンド接続の

急速な普及にともない、オンライン

ゲーム市場が拡大する中、公開買付

者のキャラクター資産・ブロードバ

ンド接続業者としてのノウハウ及び

当社のオンラインゲーム企画・運営

ノウハウの融合等により両者のオン

ラインゲーム事業を拡大すること等

を目的として、資本提携を行うこと

に合意いたしました。

かかる資本提携のため、平成18年10

月、公開買付者は、ゲームポットの第

三者割当増資の引受け及び新株予約

権付社債の引受けを行い、また、当社

が保有するゲームポットの発行済株

式の一部を譲り受けました（以下

「本資本提携」といいます。）。これ

により、ゲームポットは、公開買付者

の持分法適用会社となりました。

今般、当社が公開買付者の実施する

公開買付けに応募し、ゲームポット

が公開買付者の子会社となること

で、ゲームポットの企業価値・向上

に資するとともに、当社の経営資源

の集中及び戦略的投資の強化に合致

すると判断しました。
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(8）大株主及び持株比率 

　大洸ホールディングス株式会社

 200株（100％）

 

③設立の日程 

平成19年８月６日 

取締役会決議 

平成19年８月10日 設立登記

（予定）

 

３．平成19年８月27日開催の当社取

締役会において、大洸ホールディ

ングス株式会社（本社：大阪市中

央区、代表取締役社長：間瀬博行、

以下「大洸ＨＤ」）と共同出資で

子会社を設立することを決議いた

しました。概要は以下のとおりで

す。

 

①子会社設立の理由

　当社と大洸ＨＤは第三者割当増資

及び更なる資本提携により、各得意

分野における事業協力と業務ノウハ

ウの相互提供を実現させ、商品先物

取引業務、証券業務を始めとした金

融業全般における有機的なシナジー

効果を目指し、協議を行ってまいり

ました。

　今般、当社からはシステム構築に関

するノウハウと技術力を、大洸ＨＤ

からは商品先物取引業務、証券業務

を始めとした金融業務に関する経験

とノウハウを提供することにより、

投資信託分析システムをはじめとす

る金融工学を用いたシステム開発及

び運営を主たる業務とする専門子会

社を設立することといたしました。

　今後は、同社において金融システム

の調査ならびに開発及び運営を行う

ことにより、当社グループ事業の効

率化を図っていくと共に、大手金融

機関や機関投資家向けに新たな金融

サービスを提供してまいります。

 

②設立する会社の概要

(1）商号 ヴィータス・ソリュー

ション株式会社 

３．子会社株式の譲渡について

  平成20年８月26日開催の取締役会

において、当社グループのファイナ

ンス事業の組織再編の一環として、

当社の連結子会社である黒川木徳

フィナンシャルホールディングス株

式会社の当社所有株式の全てを、同

じく当社の連結子会社である株式会

社クレゾーに譲渡することを決議い

たしました。

①株式の譲渡先の名称

　株式会社クレゾー

②異動の日程

　平成20年８月26日

　両社取締役会及び

　株式譲渡契約締結

　平成20年８月26日

　両社取締役会及び

　株式譲渡契約締結

③譲渡する子会社の概要

(1)商号　黒川木徳フィナンシャル　　

　　　　ホールディングス

　　　　株式会社

(2)事業内容　子会社及び関連会社

　　　　　　の株式を所有するこ

　　　　　 とによる当該会社の事

　　　　　 業活動の支配及び管理

(3)資本金　 2,414百万円

(4)純資産　 8,635百万円

(5)総資産　20,351百万円

(6)従業員　195名（連結）

    （平成20年６月30日現在）

④移動株式数及び譲渡前後の所有株

式数

(1)異動前の所有株式数

　　22,145,000株

　　（所有割合　64.4%）

(2)譲渡株式数　22,145,000株

　　（譲渡価額　1,948,760千円）

(3)異動後の所有株式数　－株

　　（所有割合　－%（間接所有

　　　64.4%））

⑤損益に与える影響

　損益に与える影響はありません。

以上により、当社は、公開買付者との

間で、(i)当社が、その保有する対象

会社の発行済株式の全部について本

公開買付けに応募すること、及び

(ii)当社が、公開買付者の指示に従

い本公開買付けの決済日までに開催

されるゲームポットの株主総会にお

ける議決権を行使し、また、公開買付

者が要請する場合には、当該株主総

会における全ての議決権行使を公開

買付者に対して委任する旨の包括委

任状を公開買付者に対して提出する

旨を合意しております。

当社は、本公開買付け終了後におき

ましても、エンターテイメント事業

の更なる拡大を目指しております。

具体的には、現在のオンラインゲー

ムサービスだけではなく、コミュニ

ティサービスとエンターテイメント

コンテンツを融合させた「次世代」

のエンターテイメントサービスの研

究開発を行い、国内外の企業とも提

携を進めながら、サービスのマルチ

プラットフォーム化を推進してまい

ります。サービス提供市場について

は、日本国内はもとより、サービス開

始後、わずか１年で累計登録会員数

100万人を獲得したAeria Games

　& Entertainment, Inc.を通じた北

米市場、また今後の大きな成長が見

込まれるアジア圏市場をターゲット

とし、海外展開をより一層積極的に

進めてまいります。

さらに、事業拡大のためのM&Aや資本

提携を含めた投資関連事業も加速さ

せることにより、当社の更なる飛躍

を目指してまいります。

②ゲームポットの概要

(1)商号 株式会社ゲームポット

(2)所在地 東京都港区高輪三丁目26

番33号

(3)代表者 代表取締役社長 植田 修

平

(4)設立年月日 平成13年５月17日

(5)資本金 835,935千円

(6)主な事業の内容 オンラインゲー

ム事業

モバイルコンテンツ事業
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　 前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(2）所在地 大阪市中央区内本町二

丁目４番12号 

(3）代表者 代表取締役 若林 雄二 

(4）設立年月日 平成19年８月29日
（予定)

(5) 事業の内容　コンピュータシス

テムを利用した金

融システムの開発

・運営

(6) 決算期　３月31日

(7）資本金 200百万円 

(8) 発行済株式数　200,000株

(9）大株主及び持株比率 

株式会社アエリア　

97,400株(48.7％)

大洸ホールディングス株式会

社 

97,400株(48.7％)

 

 ③設立の日程

平成19年８月27日（月）

取締役会決議

平成19年８月29日（水）設立登記

(予定)

 

④今後の見通し

　当該子会社は設立初年度であり、今

期の当社連結業績に与える影響につ

いては未定でありますが、当該子会

社の投資信託分析システムについて

は、大手金融機関・機関投資家等の

販売を計画しております。

 

４．平成19年９月14日開催の当社取

締役会において、株式会社インキュ

ベート・パートナーズ（本社：東京

都港区、代表取締役：鈴木広美、以下

「IP」）の株式を取得し、子会社化

することを決議いたしましたので、

下記のとおり、お知らせいたします。

①株式取得の理由

　 当社は、エンターテイメント事業、

メディア＆ソリューション事業と共

に、連結子会社である黒川木徳フィ

ナンシャルホールディングス株式会

社を通じて証券業及び商品先物取引

業を展開し、また100％子会社の株式

会社アエリアファイナンスでは投資

事業、IPO支援、M&A支援など、ファイ

ナンス事業を行っております。
 

４．子会社の異動について

　当社の連結子会社であります、黒川

木徳フィナンシャルホールディング

ス株式会社は、平成20年８月28日開

催の取締役会において、株式会社ス

リーエスの普通株式を取得すること

を決議し、当社の連結子会社となり

ました。

①株式取得会社の名称

　　株式会社スリーエス

②株式取得会社の概要

(1)事業の内容　セキュリティ及び

              ネットワークシス

              テムの提案・設

              計・構築・保守・

              運用

(2)設立年月日　平成18年７月31日

(3)資本金　　 110百万円

(4)純資産　　△69百万円

(5)総資産　　 252百万円

(6)従業員　　　　 225名

    （平成20年８月１日現在）

③株式取得の時期

　平成20年８月28日　

　黒川木徳フィナンシャルホール

　ディングス取締役会承認

　平成20年８月31日　

　スリーエス株主総会承認
 
④当該株主の所有株式数（議決権の

数）及び総株主の議決権の数に対す

る割合

議決権の
数

所有株式数

総株主の議
決権の数に
対する所有
割合

異動前
600個
(－)個

600株
(－)株

27.3%
(－)%

異動後
600個
(980)個

600株
(980)株

27.3%
(44.5)%

（注）（ ）内は間接保有分を示し、

内数。

⑤損益に与える影響

　損益に与える影響はありません。

５．投資事業有限責任組合の解散に

ついて

　当社が無限責任組合員として出資

を行っている投資事業有限責任組合

が平成20年８月29日付で解散いたし

ました。

③公開買付者の概要

(1)商号 ソネットエンタテインメン

ト株式会社

(2)所在地 東京都品川区大崎二丁目

１番１号

(3)代表者 代表取締役社長 吉田 憲

一郎

(4)設立年月日 平成７年11月１日

(5)資本金 7,965,891千円

(6)主な事業の内容 

「So-net（ソネット）」ブランドの

もと、ブロードバンド接続サービス

の提供を中心とした接続事業、並び

に、インターネットを通じたコンテ

ンツ提供、インターネット広告、商品

販売、ライセンスビジネス、法人向け

ソリューションサービス等のポータ

ル事業等

④公開買付け応募の概要

応募前の所有株式数 41,124株（持

株比率 44.36％）

応募予定株式数 41,124株（持株比

率 44.36％）

応募後の所有株式数 0株

※応募後の所有株式数は、本公開買

付けへ応募する予定の全株式が決済

された場合の株式数です。
 
⑤公開買付の日程

平成20年２月29日（金）

公開買付期間の開始

平成20年４月11日（金）

公開買付期間の終了

平成20年４月21日（月）

公開買付けの決済の開始

⑥今後の見通し

本公開買付けに対する応募により、

当社が保有するゲームポット株式の

全てを売却できた場合には、ゲーム

ポットは当社の連結対象外となりま

す。また、本公開買付けにより応募し

たゲームポット株式の全てを譲渡で

きた場合は、当社単体業績において

約45億円、連結業績において約30億

円の特別利益が発生する見込みで

す。詳細につきましては、本公開買付

けが終了し、譲渡株式数が確定した

時点で速やかに開示させていただき

ます。
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

　 IPは、上場会社を対象とした経営

支援ファンドを運営しており、現在、

インキュベート・パートナーズ１号

投資事業有限責任組合を通して、ダ

イトーエムイー株式会社（コード：

2993、本社：愛知県名古屋市、代表：

窪内泰之、以下「DME」）と資本提携

（出資比率 28.5％）を行っており

ます。なお、DMEの業績もIPを通じて

当社の持分法適用関連会社として連

結業績に反映される見込みです。

　 IPは、上場企業への単純な投資で

はなく、取締役会との協力関係のも

と、戦略的な経営支援を行い、投資先

企業を会社の中から本質的に改善す

ることを通じて、企業価値を名実と

もに向上させていくことを前提とし

た投資活動を行っており、同社を子

会社化することにより、当社グルー

プのファイナンス事業を強化・拡大

することができ、高いシナジー効果

が実現できるものと考えておりま

す。

 

②株式会社インキュベート・パート

ナーズの概要

(1）商号 株式会社インキュベート

・パートナーズ

(2）所在地 東京都港区北青山3-6-7

(3）代表者 代表取締役 鈴木 広美

(4）設立年月日 平成18年２月

(5）資本金 200百万円

(6) 事業の内容　上場企業を対象と

した経営支援ファンドの運営（主に

経営戦略面・財務戦略面に関して、

人材の派遣を通じて具体的に支援す

ることにより、投資先企業の本質的

な企業価値を高めることを主眼とし

た経営視線ファンドの運営）

(7) 従業員数　４名

①解散の内容

　当社は、平成20年８月14日付イン

キュベート・パートナーズ株式会社

との合併に伴い、インキュベート・

パートナーズ1 号投資事業有限責任

組合（以下「ＩＰ組合」）を通じ

て、ダイトーエムイー株式会社（以

下、「ＤＭＥ」という。）の普通株式

3,578,000株（総株主等の議決権の

56.1％）を間接保有しております

が、本日付でＩＰ組合が解散したた

め、ＩＰ組合の保有しているＤＭＥ

の普通株式3,578,000株（総株主等

の議決権の56.1％）は当社が直接保

有することとなりました。

②解散する会社の概要

 (1)名称　インキュベート・パー

　　　　　トナーズ1 号投資事業有

　　　　　限責任組合

 (2)事業内容　ファンド管理・

　　　　　　　運営

 (3)持分比率　100.0%

 

③解散時期

　平成20年８月29日

④損益に与える影響

　損益に与える影響はありません。

４．当社の連結子会社であります黒

川木徳フィナンシャルホールディン

グス株式会社は、平成20年３月14日

開催の取締役会において、ＫＫＦＧ

キャピタル株式会社の普通株式につ

いての質権を実行し、同社の発行済

株式全てをジャイコム株式会社に譲

渡することを決議いたしました。

①株式の異動の理由 

黒川木徳フィナンシャルホールディ

ングスは、ＫＫＦＧキャピタルに対

する債権を担保する目的で、同社の

普通株式全てについて質権設定を

行っておりましたが、今般、当該債権

に関する契約において、契約不履行

が発生したことから、当該契約に基

づき質権を実行し、ＫＫＦＧキャピ

タルの全株式を一旦取得するととも

に、黒川木徳フィナンシャルホール

ディングスの有する債権の保全を目

的として、当該株式をジャイコムへ

譲渡することを決議いたしました。

なお、これによりジャイコムからＫ

ＫＦＧキャピタルに対してバック

アップがなされることとなり、黒川

木徳フィナンシャルホールディング

スの債権の健全化が図られます。

 

②ＫＫＦＧキャピタルの概要 （平

成20年２月29日現在） 

(1)商号 ＫＫＦＧキャピタル株式会

社 

(2)代表者 取締役 原 敏郎 

(3)本店所在地 大阪市中央区内本町

二丁目４番12号 

(4)資本金 1,000万円 

(5)設立年月日 平成19年８月15日 

(6)主な事業の内容 資産運用業、投

資顧問業 

(7)発行済株式総数 200株 

(8)大株主及び所有割合 株式会社Ｉ

ＭＣ（100.0％） 

(9)最近事業年度における業績の動

向 

同社は平成19年８月設立のため、業

績の動向はございません。
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前中間連結会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前連結会計年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(8)最近事業年度における業績の動

向

（単位：百万円）

平成18年
３月期

平成19年
３月期

売上高 ― 56,356

営業利益 △301 489

経常利益 △305 209

当期純利益 △316 137

総資産 9,947 136,049

純資産 9,683 9,820

※平成18年３月期については、平成

18年２月設立のため、約２ヶ月の決

算期間となっております。

 

③株式取得の概要について

　(1)取得の内容　普通株式160株を既

存株主より取得いたします。

　(2)取得年月日　平成19年９月18日

（予定）

 

④取得前後における当社所有に係る

IPの議決権数

 

　　　　　　　　　(取得前)　(取得後)

(1)当社所有議決件数　0個 　　160個

　(当社所有株式数　　0株　 　160株)

(2)議決権の総数　　 200個     200個

　(発行済株式総数　 200株　　 200株)

(3)議決権の総数に対する割合

　　　　　　　　　    0％　　 0％

　(発行済株式数に対する割合

                   80.0％　80.0％)

 

 

③ジャイコムの概要 

（平成19年３月31日現在） 

(1)商号 ジャイコム株式会社 

(2)代表者 代表取締役社長 亀田 裕

二

(3)本店所在地 東京都中央区日本橋

箱崎町17番９号

(4)資本金 ５億3,500万円 

(5)設立年月日 昭和22年12月30日 

(6)主な事業の内容 商品先物取引業

 

(7)発行済株式総数 8,000,000株 

(8)大株主及び所有割合 亀田裕二

 5,982千株 (74.8％）

④日程 

平成20年３月14日 取締役会決議 

平成20年３月14日 株式譲渡契約締

結

⑤取得株式数及び取得前後の株式所

有状況 

(1)質権実行後 

異動前の所有株式数 －株

（所有割合 － ％）

（議決権の数 － 個） 

譲渡株式数 200株

（所有割合100.0％）

（議決権の数 200個） 

異動後の所有株式数 200株

（所有割合100.0％）

（議決権の数 200個） 

(2)株式譲渡後 

異動前の所有株式数 200株

（所有割合100.0％）

（議決権の数 200個） 

譲渡株式数 200株

（所有割合100.0％）

（議決権の数 200個） 

異動後の所有株式数 －株

（所有割合 － ％）

（議決権の数 － 個）

⑥今後の見通し  

本株式譲渡により、当社が有する債

権がより健全化するものと考えてお

ります。当社業績に与える影響は軽

微であると見込まれますが、重要な

影響があった場合には速やかに開示

させて頂きます。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度の

要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 779,614 1,236,292 189,960

　２　売掛金 44,577 13,842 20,707

　３　有価証券 802,935 － －

　４　たな卸資産 4,825 708 －

  ５　関係会社

　　　短期貸付金
－ 1,700,000 1,700,000

　６　１年内回収予定

　　　関係会社

　　　長期貸付金

1,400,000 2,100,000 1,400,000

　７　１年内回収予定

　　　長期貸付金
－ 1,920 －

　８　繰延税金資産 54,824 1,287,747 1,298

　９　その他 ※２ 68,050 109,545 311,837

　　　　貸倒引当金 △822 △712,316 △388

　　 流動資産合計 3,154,00627.0 5,737,74045.0 3,623,41431.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 14,224 0 17,333

　２　無形固定資産 1,903 24,420 1,745

　３　投資その他の資産

　　(1)投資有価証券 2,024,619 983,296 931,918

　　(2)関係会社株式 ※３ 4,946,612 5,927,325 5,859,447

　　(3)関係会社

　　　 長期貸付金
1,531,037 26,545 1,148,092

　　(4)長期貸付金 － 6,657 －

　　(5)繰延税金資産 － － 57,556

　　(6)その他 22,198 63,601 60,899

　　　　貸倒引当金 △30,798 △11,695 △342,267

　　投資その他の資産

　　合計
8,493,670 6,995,730 7,715,647

　　固定資産合計 8,509,79773.0 7,020,15155.0 7,734,72668.1

　　資産合計 11,663,803100.0 12,757,891100.0 11,358,140100.0 
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前中間会計期間末

（平成19年６月30日）

当中間会計期間末

（平成20年６月30日）

前事業年度の

要約貸借対照表

（平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 13,585 12,363 8,141

　２　短期借入金 300,000 600,000 1,000,000

  ３　関係会社

　　　短期借入金
－ － 700,000

　４　１年内返済予定

　　　長期借入金
※３ 320,000 353,360 320,000

　５　未払費用 22,599 59,513 24,905

　６　未払法人税等 580,055 1,827,255 －

　７　その他 8,507 21,985 30,363

　　流動負債合計 1,244,74710.7 2,874,47722.5 2,083,41018.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※３ 1,280,000 1,015,520 1,120,000

　２　繰延税金負債 64,450 182,556 －

　　固定負債合計 1,344,45011.5 1,198,0769.4 1,120,0009.9

　　負債合計 2,589,19822.2 4,072,55431.9 3,203,41028.2

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　　１　資本金 231,3122.0 234,9031.8 234,6512.1

　　２　資本剰余金

　　　(1)資本準備金 441,525 445,116 444,864

　　　(2)その他

　　　　資本剰余金
7,006,646 6,982,848 7,006,646

　　　　資本剰余金合計 7,448,17163.9 7,427,96558.2 7,451,51065.6

　　３　利益剰余金

　　　(1)その他

　　　　 利益剰余金

　　　　 繰越利益剰余金 2,227,874 2,636,116 2,149,402

　　　　 利益剰余金合計 2,227,87419.1 2,636,11620.7 2,149,40218.9

　　４　自己株式 △985,938△8.5 △1,670,043△13.1 △1,586,827△14.0

　　　　株主資本合計 8,921,41976.5 8,628,94167.6 8,248,73672.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　１　その他有価証券

　　　　評価差額金
153,1851.3 △18,704△0.1 △94,005△0.8

　　　　評価・換算

　　　　差額等合計
153,1851.3 △18,704△0.1 △94,005△0.8

Ⅲ　新株予約権 － － 75,1000.6 － －

　　　　純資産合計 9,074,60577.8 8,685,33768.1 8,154,73071.8

　　　　 負債純資産合計 11,663,803100.0 12,757,891100.0 11,358,140100.0
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② 【中間損益計算書】
　

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度の

要約損益計算書

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 169,699100.0 54,901100.0 257,058100.0

Ⅱ　売上原価 92,79354.7 32,30158.8 137,57653.5

　　　　売上総利益 76,90645.3 22,59941.2 119,48146.5

Ⅲ　販売費及び

　　一般管理費
170,075100.2 266,208484.9 290,667113.1

　　　　営業利益又は

　　　　営業損失（△）
△93,169△54.9 △243,609△443.7 △171,186△66.6

Ⅳ　営業外収益 ※１ 1,537,084905.7 61,085111.3 1,888,430734.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 29,57817.4 185,838338.5 66,10525.7

　　　　経常利益又は

　　　　経常損失（△）
1,414,336833.4 △368,361△670.9 1,651,138642.3

Ⅵ　特別利益 ※３ 64,20737.8 4,501,1508,198.7 64,64125.1

Ⅶ　特別損失
※４、

５
84,30549.7 2,839,9525,172.9 434,064168.8

　　税引前中間

　　（当期）純利益
1,394,239821.5 1,292,8362,354.9 1,281,715498.6

　　法人税、住民税

　　及び事業税
571,741 1,804,572 436,583

　　法人税等調整額 △19,040552,701325.6△1,118,822685,7501,249.182,065518,649201.8

　　中間（当期）純利益 841,538495.9 607,0861,105.8 763,066296.8
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日

残高（千円）
225,159 435,372 7,006,646 7,442,018 1,450,787 △68,428 9,049,536 722,294 9,771,830 

中間会計期間中の変動額

　　新株の発行 6,153 6,153 － 6,153 － － 12,306 － 12,306 

　　剰余金の配当 － － － － △64,451 － △64,451 － △64,451 

　　中間純利益 － － － － 841,538 － 841,538 － 841,538 

　　自己株式の取得 － － － － － △917,510 △917,510 － △917,510 

　　株主資本以外の項目の

中間会計期間中の

変動額（純額）

－ － － － － － － △569,108 △569,108 

中間会計期間中の

変動額合計（千円）
6,153 6,153 － 6,153 777,087 △917,510 △128,116 △569,108 △697,225 

平成19年６月30日

残高（千円）
231,312 441,525 7,006,646 7,448,171 2,227,874 △985,938 8,921,419 153,185 9,074,605 
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当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成19年12月31日

残高（千円）
234,651 444,864 7,006,646 7,451,510 2,149,402 △1,586,827 8,248,736 

中間会計期間中の変動額

　　新株の発行 252 252 － 252 － － 504 

　　剰余金の配当 － －  － －  △120,372  －  △120,372 

　　中間純利益  －  － －  － 607,086 － 607,086 

　　自己株式の取得 － － － － － △163,254 △163,254 

　　自己株式の処分  － － △23,797 △23,797  － 80,037 56,240 

　　株主資本以外の項目の

中間会計期間中の

変動額（純額）

－ － － － － － － 

中間会計期間中の

変動額合計（千円）
252 252 △23,797 △23,545 486,714 △83,216 380,204 

平成20年６月30日

残高（千円）
234,903 445,116 6,982,848 7,427,965 2,636,116 △1,670,043 8,628,941 

　
評価・換算

差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

平成19年12月31日

残高（千円）
△94,005 － 8,154,730 

中間会計期間中の変動額

　　新株の発行 － － 504 

　　剰余金の配当  －  －  △120,372 

　　中間純利益 － － 607,086 

　　自己株式の取得 － － △163,254 

　　自己株式の処分  －  － 56,240 

　　株主資本以外の項目の

中間会計期間中の

変動額（純額）

75,301 75,100 150,401 

中間会計期間中の

変動額合計（千円）
75,301 75,100 530,606 

平成20年６月30日

残高（千円）
△18,704 75,100 8,685,337 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成18年12月31日

残高（千円）
225,159 435,372 7,006,646 7,442,018  1,450,787 △68,428 9,049,536 722,294 9,771,830 

事業年度中の変動額

　　新株の発行 9,492 9,492 － 9,492 － － 18,984 － 18,984

　　剰余金の配当 － － － － △64,451 － △64,451 － △64,451

　　当期純利益  －  － － － 763,066 － 763,066 － 763,066

　　自己株式の取得 － －  －  －  － △1,518,399△1,518,399 － △1,518,399

　　株主資本以外の 

    項目の事業年度中　

　　の変動額（純額）

－ － － － － － － △816,299△816,299

事業年度中の

変動額合計（千円）
9,492 9,492 － 9,492698,615△1,518,399△800,799△816,299△1,617,099

平成19年12月31日

残高（千円）
234,651 444,864 7,006,6467,451,5102,149,402△1,586,8278,248,736△94,0058,154,730
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価
方法

(1) 有価証券 
子会社及び関連会社
株式
移動平均法による原
価法を採用しており
ます。

 

(1) 有価証券
子会社及び関連会社
株式
同左

(1) 有価証券
子会社及び関連会社
株式
同左

その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
（評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は移動
平均法により算定）
を採用しております。

その他有価証券
時価のあるもの
同左

その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等
に基づく時価法（評
価差額は全部純資産
直入法により処理し、
売却原価は移動平均
法により算定）を採
用しております。

時価のないもの
移動平均法による原
価法を採用しており
ます。

時価のないもの
移動平均法による原
価法を採用しており
ます。
なお、投資事業有限責
任組合及びそれに類
する組合への出資
（金融商品取引法第
２条第２項による有
価証券とみなされる
もの）については、組
合契約に規定される
決算報告書に応じて
入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り
込む方法によってお
ります。

時価のないもの
同左

(2）たな卸資産
仕掛品
個別法による原価法
を採用しております。

(2）たな卸資産
仕掛品
個別法による原価法
（貸借対照表価額に
ついては収益性の低
下に基づく簿価切下
げの方法）を採用し
ております。

(2）たな卸資産
仕掛品
個別法による原価法
を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
平成19年３月31日以
前に取得したもの
旧定率法
平成19年４月1日以降
に取得したもの
定率法

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左　　

(2) 無形固定資産
会社所定の合理的耐
用年数に基づく定額
法によっております。
但し、サ―ビス提供目
的のソフトウェアに
ついては、見込収益獲
得可能期間に基づく
定額法によっており
ます。
 

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

３．引当金の計上基準 貸倒引当金
債権の貸倒れによる
損失に備えるため、一
般債権については、貸
倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債
権については個別に
回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計
上しております。
 

貸倒引当金
同左

貸倒引当金
同左

４．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項

消費税等の会計処理
税抜方式によってお
ります。
 

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左

会計方針の変更

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

(有形固定資産の減価償却の方法)

　法人税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

――――――― （固定資産の減価償却の方法）

　法人税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

―――――――― （棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号）が平

成20年３月31日以前に開始する事業年

度に係る財務諸表から適用できること

になったことにより、当中間会計期間

から同会計基準を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

――――――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

46,599千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

51,212千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

48,984千円

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。

――――――――

※３　担保資産等の内訳及び対応す

る債務の内訳は次のとおりで

あります。

（担保資産の内訳）
（単位：千円）

関係会社株式 3,010,372

（対応する債務の内訳）
（単位：千円）

１年内返済予

定長期借入金

320,000

長期借入金 1,280,000

　　合計 1,600,000

 
 

※３　担保資産等の内訳及び対応す

る債務の内訳は次のとおりで

あります。

（担保資産の内訳）
（単位：千円）

関係会社株式 564,000

（対応する債務の内訳）
（単位：千円）

１年内返済予

定長期借入金

320,000

長期借入金 960,000

　　合計 1,280,000

   上記のほか、1年内返済予

定長期借入金及び長期借入金

の担保として借入有価証券

836,696千円を差し入れてお

ります。　
 

※３　担保資産等の内訳及び対応す

る債務の内訳は次のとおりで

あります。

（担保資産の内訳）
（単位：千円）

関係会社株式 1,150,323

（対応する債務の内訳）
（単位：千円）

１年内返済予

定長期借入金

320,000

長期借入金 1,120,000

　　合計 1,440,000

   上記のほか、1年内返済予

定長期借入金及び長期借入金

の担保として借入有価証券

997,256千円を差し入れてお

ります。　
 

――――――― 　４（偶発債務）

　下記の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。

（単位：千円）

株式会社クレゾー 53,672

　　計 53,672

　４（偶発債務）

　下記の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。

（単位：千円）

株式会社クレゾー 58,120

　　計 58,120

　５　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行と当座

貸越契約を締結しております。

契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。

（単位：千円）
当座貸越
限度額

1,300,000

借入実行残高 300,000

借入未実行
残高

1,000,000

 

　５　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行と当座

貸越契約を締結しております。

契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。

（単位：千円）
当座貸越
限度額

1,000,000

借入実行残高 600,000

借入未実行
残高

400,000

 

　５　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行と当座

貸越契約を締結しております。

契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。

（単位：千円）
当座貸越
限度額

1,300,000

借入実行残高 800,000

借入未実行
残高

500,000
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　営業外収益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

1,476,558千円

受取利息 27,015千円

 

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 32,534千円

受取配当金 23,887千円

 

※１　営業外収益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

1,784,263千円

受取利息 57,593千円

 

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 11,985千円

為替差損 12,085千円

 

※２　営業外費用のうち主要なもの

投資有価証券
売却損

140,156千円

支払利息 31,728千円

 

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 39,688千円

為替差損 12,232千円

 

※３　特別利益のうち主要なもの

子会社株式
売却益

63,000千円

 

※３　特別利益のうち主要なもの

関係会社株式
売却益

4,501,024千円

 

※３　特別利益のうち主要なもの

関係会社株式
売却益

63,000千円

※４　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券
評価損

64,202千円

　　　　　 
 

※４　特別損失のうち主要なもの

関係会社株式
評価損

2,156,038千円

貸倒引当金繰
入

381,481千円

投資有価証券
評価損

240,298千円

 
 

※４　特別損失のうち主要なもの　

貸倒引当金繰
入

330,571千円

投資有価証券
評価損

88,861千円

 

※５　固定資産減損損失

　当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。
場所 用途 種類

㈱ ア エ
リア

営業設備
建物付属設
備、工具器
具備品

　　　資産のグルーピングは、キャッ

シュ・フローを生み出す最小単

位として、事業用資産の全体を

一つの資産グループとしており

ます。当社は、グループ持株会社

としての役割に集約され、営業

によるキャッシュ・フローを安

定的に生み出すことを予定しな

くなったため、固定資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減損

し、当該減少額を減損損失とし

て15,784千円を特別損失に計上

しております。

　資産の種類ごとの内訳は次の

とおりであります。

建物付属設備 7,803千円

工具器具備品 7,981千円

　　合計 15,784千円

なお、当資産グループの回収

可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッ

シュ・フローを零とみなして

算定しております。
 

　６　減価償却実施額

有形固定資産 2,371千円

無形固定資産 212千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 2,282千円

無形固定資産 212千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 5,157千円

無形固定資産 364千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）
　　 前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）
　　　 自己株式に関する事項

株式の種類
前中間会計期間末

株式数（株）

当中間会計期間

増加株式数（株）

当中間会計期間

減少株式数（株）

当中間会計期間

末株式数（株）

  自己株式

　　普通株式（注）１ 223 3,888 － 4,111

　（注）１．自己株式の当中間会計期間増加3,888株は、市場買付による増加であります。
　
　　 当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）
　　　 自己株式に関する事項

株式の種類
前中間会計期間末

株式数（株）

当中間会計期間

増加株式数（株）

当中間会計期間

減少株式数（株）

当中間会計期間

末株式数（株）

　自己株式

　　普通株式（注）１ 7,200 1,109 380 7,929

　（注）１．自己株式の当中間連結会計期間増加1,109株は、市場買付による増加、当中間会計期間減少380株

は㈱インキュベート・パートナーズとの株式交換における自己株式の付与によるものでありま

す。
　
　　 前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　　　　　 自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

  自己株式

　　普通株式（注）１ 223 6,977 － 7,200

　（注）１．自己株式の当事業年度増加6,977株は、市場買付による増加であります。
　

（リース取引関係）
前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）
リース取引は行っていないため、該当事項はありません。
　

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）
リース取引は行っていないため、該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
リース取引は行っていないため、該当事項はありません。
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(有価証券関係)
前中間会計期間末（平成19年６月30日）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

子会社株式 2,157,533 6,365,787 4,208,253

関連会社株式 1,591,009 1,338,000 △253,009

　
当中間会計期間末（平成20年６月30日）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

子会社株式 2,081,630 2,081,630 －

関連会社株式 13,865 11,725 △2,140 

　
前事業年度末（平成19年12月31日）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

子会社株式 4,256,575 5,844,867 1,588,291

関連会社株式 8,785 7,826 △959
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 145,610円　71銭１株当たり純資産額 144,639円　35銭１株当たり純資産額 135,429円  15銭

１株当たり
中間純利益金額

13,006円　28銭
１株当たり
中間純利益金額

10,191円　66銭
１株当たり
当期純利益金額

12,186円　44銭

　
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

12,627円　27銭

　
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益金額

10,097円　41銭

　
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

11,864円　69銭

　
(注)　１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） 841,538 607,086 763,066

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
841,538 607,086 763,066

期中平均株式数（株） 64,702 59,567 62,616

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額

　中間（当期）純利益調整額（千円) － － －

　普通株式増加数（株） 1,942 556 1,698

　（うち新株予約権） (1,942) (556) (1,698)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

平成18年新株予約権

(新株予約権の数　108株)

平成18年新株予約権

(新株予約権の数  36株)

平成20年新株予約権

(新株予約権の数 

5,967株)

平成18年新株予約権

(新株予約権の数　108株)

　

次へ
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(重要な後発事象)

前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

１．平成19年８月27日開催の当社取

締役会において、大洸ホールディン

グス株式会社（本社：大阪市中央

区、代表取締役社長：間瀬博行、以

下「大洸ＨＤ」）と共同出資で子

会社を設立することを決議いたし

ました。概要は以下のとおりです。

 

①子会社設立の理由

　当社と大洸ＨＤは第三者割当増資及

び更なる資本提携により、各得意分野

における事業協力と業務ノウハウの

相互提供を実現させ、商品先物取引業

務、証券業務を始めとした金融業全般

における有機的なシナジー効果を目

指し、協議を行ってまいりました。

　今般、当社からはシステム構築に関

するノウハウと技術力を、大洸ＨＤか

らは商品先物取引業務、証券業務を始

めとした金融業務に関する経験とノ

ウハウを提供することにより、投資信

託分析システムをはじめとする金融

工学を用いたシステム開発及び運営

を主たる業務とする専門子会社を設

立することといたしました。

　今後は、同社において金融システム

の調査ならびに開発及び運営を行う

ことにより、当社グループ事業の効率

化を図っていくと共に、大手金融機関

や機関投資家向けに新たな金融サー

ビスを提供してまいります。

 

②設立する会社の概要

(1）商号 ヴィータス・ソリューショ

ン株式会社

(2）所在地 大阪市中央区内本町二丁

目４番12号 

(3）代表者 代表取締役 若林 雄二 

(4）設立年月日 平成19年８月29日

（予定)

(5) 事業の内容　コンピュータシステ

ムを利用した金融

システムの開発・

運営

(6) 決算期　３月31日

(7）資本金 200百万円 

(8) 発行済株式数　200,000株

(9）大株主及び持株比率 

株式会社アエリア

97,400株(48.7％)

大洸ホールディングス株式会社

97,400株(48.7％)

１．連結子会社との合併について　

　　　

　平成20年７月７日開催の取締役会

において、当社の連結子会社であり

ます、株式会社インキュベート・

パートナーズ（以下、「ＩＰ」とい

う。）を吸収合併することを決議い

たしました。概要は以下の通りで

す。

①合併の目的

　当社グループ会社再編の一環とし

て、本合併を行うことにより経営資

源の効率化を加速し、強固な収益性

を追求することで、当社グループの

ファイナンス事業のさらなる強化

・拡大を図ることを目的としてお

ります。

②合併の趣旨

(1)合併の日程

   合併決議取締役会　

   平成20年７月７日

   合併契約締結　

   平成20年７月７日

なお、本合併は会社法第796条第３

項の規定が定める簡易合併ならび

に同法第784条第１項に定める略式

合併であるため、当社及びＩＰは株

主総会による承認を得ずに行いま

す。

　 合併の効力発生日

　 平成20年８月15日

(2)合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方

式でＩＰは解散致します。

　

(3)合併比率ならびに合併交付金、

   合併により発行する株式

　当社は、ＩＰの全株式を所有して

おり、合併による新株の発行及び資

本金の増加、ならびに合併交付金の

支払は行いません。

(4)消滅会社の新株予約権及び新株

　

　予約権付社債に関する取り扱い

　該当事項はありません。

 

１．当社の完全子会社である株式会

社アエリアIPMの全株式を、当社の

連結子会社である株式会社ゲーム

ポットに、以下のとおり譲渡いたし

ました。

①異動の目的

現 在 、 ア エ リ ア I P M は

『Wizardry6』、『Wizardry7』、

『Wizardry8』、『WizardryGold』

の著作権等の一切の権利及び

『ウィザードリィ(Wizardry)』の

全世界における商標権など、版権の

取得・管理を行っております。

この度、同社がゲームポットの傘下

に加わることによって、新たなビジ

ネスの展開が可能となり、同社の成

長・発展により寄与するものと考

えております。

②株式の譲渡先の概要

(1)商号 株式会社ゲームポット

(2)所在地 東京都港区高輪三丁目

26番33号

(3)代表者 代表取締役社長 植田修

平

(4)設立年月日 平成13年５月17日

(5)主な事業の内容 オンライン

ゲーム事業

モバイルコンテンツ事業

(6)資本金 835,935千円

(7)株主構成 株式会社アエリア

（44.4％）

ソネットエンタテインメント株式

会社

（25.0％）

③異動の日程

平成20年２月29日（金）

④異動する子会社の概要

(1)商号 株式会社アエリアIPM

(2)所在地 東京都港区赤坂五丁目

２番20号

(3)代表者 代表取締役社長 篠﨑高

広

(4)設立年月日 平成18年10月10日

(5)主な事業の内容 版権管理及び

コンテンツファンドの組成・運用

(6)資本金 1,000千円

(7)株主構成 株式会社アエリア

（100％）
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　 前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

 ③設立の日程

平成19年８月27日（月）取締役会決

議

平成19年８月29日（水）設立登記(予

定)

 

④今後の見通し

　当該子会社は設立初年度であり、

今期の当社連結業績に与える影響

については未定でありますが、当該

子会社の投資信託分析システムに

ついては、大手金融機関・機関投資

家等の販売を計画しております。

 

２．平成19年９月14日開催の当社取

締役会において、株式会社インキュ

ベート・パートナーズ（本社：東京

都港区、代表取締役：鈴木広美、以下

「IP」）の株式を取得し、子会社化

することを決議いたしましたので、

下記のとおり、お知らせいたします。

 

①株式取得の理由

　 当社は、エンターテイメント事業、

メディア＆ソリューション事業と共

に、連結子会社である黒川木徳フィ

ナンシャルホールディングス株式会

社を通じて証券業及び商品先物取引

業を展開し、また100％子会社の株式

会社アエリアファイナンスでは投資

事業、IPO支援、M&A支援など、ファイ

ナンス事業を行っております。

　 IPは、上場会社を対象とした経営支

援ファンドを運営しており、現在、イ

ンキュベート・パートナーズ１号投

資事業有限責任組合を通して、ダイ

トーエムイー株式会社（コード：

2993、本社：愛知県名古屋市、代表：

窪内泰之、以下「DME」）と資本提携

（出資比率 28.5％）を行っており

ます。なお、DMEの業績もIPを通じて

当社の持分法適用関連会社として連

結業績に反映される見込みです。
 

③被合併会社の概要

(1)商号
株式会社インキュ
ベート・パートナー
ズ

(2)事業内容
上場企業を対象とし
た経営支援ファンド
の運営

(3)設立年月日 平成18年2月

(4)本店所在地
東京都港区赤坂五丁
目2番20号

(5)代表者の役職・
氏名

代表取締役　鈴木広
美

(6)発行済株式総数 200株

(7)資本金 10百万円

(8)純資産 19百万円

(9)総資産 1,770百万円

(10)決算期 3月31日

(11)大株主及び持ち
株比率

㈱アエリア 100.0%

２．ダイトーエムイー株式会社の

株式交換による完全子会社化につ

いて

  平成20年７月７日、株式会社アエ

リアならびにダイトーエムイー株

式会社（以下、「ＤＭＥ」とい

う。）は、両社取締役会において、ア

エリアを完全親会社、ＤＭＥを完全

子会社とする株式交換に関する株

式交換契約を締結いたしました。現

在アエリアは100%子会社である株

式会社インキュベート・パート

ナーズ（以下、「ＩＰ」という。）

が運営するインキュベート・パー

トナーズ1号投資事業有限責任組合

（以下、「ＩＰ1号」という。）を通

じてＤＭＥの発行済株式総数の

55.9%を保有しており、アエリアは

ＤＭＥの親会社でありますが、平成

20年７月30日開催予定であるＤＭ

Ｅの定時株主総会の承認を経て、同

年９月16日付けで株式交換を実施

し、ＤＭＥを完全子会社とする予定

です。　①本株式交換の目的

本株式交換を行うことにより、ＤＭ

Ｅを非上場化した上で、ＤＭＥがよ

り効率的かつスピーディに経営改

革を行うことが目的であります。

②本株式交換相手会社の名称

　ダイトーエムイー株式会社

⑤譲渡前後における当社所有に係る

アエリアIPM の議決権の数及び議

決権の総数に対する割合、売却価格

及び売却損益

                 （譲渡前)（譲渡後）

(1)当社所有議決権数 20個  0個

（当社所有株式数    20株 0株）

(2)議決権の総数      20個 0個

（発行済株式総数    20株 0株）

(3)議決権の総数に対する割合 

                     100% 0%

（発行済株式数に対する割合 

                     100% 0% ）

(4)売却価格　　　　3,876千円

(5)売却による利益　2,876千円

 

２．平成20年２月28日開催の取締役

会において、当社が保有する、当社の

連結子会社である株式会社ゲーム

ポットの全株式について、ソネット

エンタテインメント株式会社が実施

する公開買付けに応募することを下

記のとおり決議いたしました。

①公開買付けへの応募の理由

当社は連結対象会社19社（平成19年

12月31日現在）とともに、アエリア

グループを形成し、主力事業である

エンターテイメント事業に加え、メ

ディア＆ソリューション事業、ファ

イナンス事業を展開しております。

エンターテイメント事業におきまし

ては、国内、北米を中心としたオンラ

インゲーム配信、家庭ゲーム機用ソ

フトの企画・製作等を行っておりま

す。メディア＆ソリューション事業

においては、IT 専門ニュースサイト

の運営・配信、データセンターサー

ビスやSI サービスを、またファイナ

ンス事業においては、証券業や様々

な形態の投資事業等を行っておりま

す。

ゲームポットは、当社の連結子会社

として、「インターネットを使った

新しい遊びの創造」を経営理念に掲

げ、インターネットを通じて参加者

が相互に交流しながら遊ぶオンライ

ンゲーム事業及び携帯電話でのゲー

ム配信を中心としたモバイルコンテ

ンツ事業を展開しております。
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前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

　 IPは、上場企業への単純な投資では

なく、取締役会との協力関係のもと、

戦略的な経営支援を行い、投資先企

業を会社の中から本質的に改善する

ことを通じて、企業価値を名実とも

に向上させていくことを前提とした

投資活動を行って折り、同社を子会

社化することにより、当社グループ

のファイナンス事業を強化・拡大す

ることができ、高いシナジー効果が

実現できるものと考えております。

 

②株式会社インキュベート・パート

ナーズの概要

(1）商号 株式会社インキュベート・

パートナーズ 

(2）所在地 東京都港区北青山3-6-7 

(3）代表者 代表取締役 鈴木 広美

(4）設立年月日 18年２月

(5）資本金 200百万円 

(6) 事業の内容　上場企業を対象とし

た経営支援ファン

ドの運営（主に経

営戦略面・財務戦

略面に関して、人材

の派遣を通じて具

体的に支援するこ

とにより、投資先企

業の本質的な企業

価値を高めること

を主眼とした経営

視線ファンドの運

営）

(7) 従業員数　４名

(8)最近事業年度における業績の動向

（単位：百万円）

平成18年

３月期

平成19年

３月期

売上高 ― 56,356

営業利益 △301 489

経常利益 △305 209

当期純利益 △316 137

総資産 9,947136,049

純資産 9,683 9,820

※平成18年３月期については、平成

18年２月設立のため、約２ヶ月の決

算期間となっております。

 

③本株式交換の内容

(1)株式交換比率

会社名
アエリア
(完全親会社)

DME
(完全子会社)

株式交換
比率 1 0.0024

注１） ＤＭＥの株式１株に対して、

アエリアの株式０．００２４株を割

当てます。ただし、アエリアがＩＰを

吸収合併することを通じて保有して

いるＤＭＥ普通株式3,578,000 株に

ついては、本株式交換による株式の

割当てを行いません。

注２） 本株式交換では、アエリアは

新株式の発行は行いません。（アエ

リアは、その保有する自己株式を株

式交換による株式の割当てに充当し

ます。）

注３） 本株式交換に伴い、１株に満

たない端数が生じた場合には、会社

法234 条の規定により、その端数の

合計数（その合計数に１に満たない

端数がある場合は切り捨てるものと

します。）に相当する当社の株式を

売却し、その端数に応じてその代金

を当該株主に交付します。

(2)株式交換比率の算定方法

　本株式交換の株式交換比率につい

ては、その公平性および妥当性を期

すため、アエリアおよびＤＭＥがそ

れぞれ別個に、両社から独立した第

三者機関に株式交換比率の算定を依

頼することとし、アエリアはＴＦＰ

ビジネスソリューション株式会社

を、ＤＭＥは日本中央税理士法人を、

それぞれ第三者機関として選定しま

した。 その算定結果を踏まえ、両社

間で慎重な交渉・協議を行ったうえ

で、本株式交換の株式交換比率を決

定いたしました。

④相手会社の概要

(1)事業内容　

　　　電子部材・電子部品卸売り

　　　自社製品販売

(2)資本金の額  1,474,083千円

(3)純資産　 3,166,142千円

          （連結）

(4)総資産　5,052,244千円

          （連結）

(5)従業員　103名（連結）

公開買付者は、「So-net（ソネッ

ト）」ブランドのもと、ブロードバ

ンド接続サービスの提供を中心とし

た接続事業、並びに、インターネット

を通じたコンテンツ提供、インター

ネット広告、商品販売、ライセンスビ

ジネス、法人向けソリューション

サービス等のポータル事業等を展開

しております。公開買付者は、「ネッ

トワークエンタテインメントの追

求」をビジョンに掲げ、平成19年度

からの３ヵ年を実行期間とする中期

経営計画において、オンラインゲー

ムをネットワークエンタテインメン

トの中核の一つとして位置付けてお

ります。

ゲームポット及び公開買付者は、平

成18年９月、ブロードバンド接続の

急速な普及にともない、オンライン

ゲーム市場が拡大する中、公開買付

者のキャラクター資産・ブロードバ

ンド接続業者としてのノウハウ及び

当社のオンラインゲーム企画・運営

ノウハウの融合等により両者のオン

ラインゲーム事業を拡大すること等

を目的として、資本提携を行うこと

に合意いたしました。

かかる資本提携のため、平成18年10

月、公開買付者は、ゲームポットの第

三者割当増資の引受け及び新株予約

権付社債の引受けを行い、また、当社

が保有するゲームポットの発行済株

式の一部を譲り受けました（以下

「本資本提携」といいます。）。これ

により、ゲームポットは、公開買付者

の持分法適用会社となりました。

 今般、当社が公開買付者の実施する

公開買付けに応募し、ゲームポット

が公開買付者の子会社となること

で、ゲームポットの企業価値・向上

に資するとともに、当社の経営資源

の集中及び戦略的投資の強化に合致

すると判断しました。
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　 前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

③株式取得の概要について

　(1)取得の内容　普通株式160株を既

存株主より取得

いたします。

　(2)取得年月日　平成19年９月18日

（予定）

 

④取得前後における当社所有に係る

IPの議決権数

 

　　　　　　　　　(取得前)　(取得後)

(1)当社所有議決件数　０個　　 160個

　(当社所有株式数　　０株　　 160株)

(2)議決権の総数　　 200個　　 200個

　(発行済株式総数　 200株　　 200株)

(3)議決権の総数に対する割合

　　　　　　　　　　　0％　　 0％

　(発行済株式数に対する割合

　　　　　　　　　 80.0％　80.0％)

 

⑤本株式交換の時期

　(1)本株式交換の日程

　株式交換契約書締結

  承認決議取締役会

　(両社）　平成20年７月７日

　定時株主総会にて株式交換承認

 （ＤＭＥ）　平成20年７月30日

　売買最終日（ＤＭＥ）　

  平成20年９月８日（予定）

  上場廃止日（ＤＭＥ）

  平成20年９月９日（予定）

  本株式交換の予定日

  （効力発生日）

  平成20年９月16日（予定）

  本株式交換は、アエリアについて

は、会社法第796条３項本文の規定に

基づき、簡易株式交換の手続きによ

り株主総会の承認を得ないで行う予

定です。

⑥株式交換完全子会社の新株予約権

および新株予約権付社債に関する取

扱い

　本株式交換に際して、ＤＭＥが発行

している新株予約権（以下、「新株

予約権」という。）の行使権者に対

して、当該新株予約権に代わるアエ

リアの新株予約権の交付は行いませ

ん。ＤＭＥは、アエリアによるＩＰの

吸収合併の効力発生および株式交換

契約がアエリアの取締役会、ＤＭＥ

の株主総会で承認されることを条件

に、本株式交換の効力発生日の前日

までに、その発行する新株予約権の

全てを消滅させ、または取得・消却

することを予定しております。なお、

ＤＭＥは新株予約権付社債の発行は

いたしておりません。

⑦ＤＭＥ普通株式の上場廃止につい

て

　本株式交換の実施の結果、ＤＭＥは

株式交換の効力発生日である平成20

年9月16日（予定）をもって、アエリ

アの完全子会社となります。完全子

会社となるＤＭＥの普通株式はジャ

スダック証券取引所の有価証券上場

規程に従い、所定の手続きを経て、上

場廃止になる予定です。（現在予定

されているＤＭＥ普通株式の上場廃

止日は平成20年9月9日であり、上場

廃止後は、ジャスダック証券取引所

において、ＤＭＥ普通株式を取引す

ることはできません。）

以上により、当社は、公開買付者との

間で、(i)当社が、その保有する対象

会社の発行済株式の全部について本

公開買付けに応募すること、及び

(ii)当社が、公開買付者の指示に従

い本公開買付けの決済日までに開催

されるゲームポットの株主総会にお

ける議決権を行使し、また、公開買付

者が要請する場合には、当該株主総

会における全ての議決権行使を公開

買付者に対して委任する旨の包括委

任状を公開買付者に対して提出する

旨を合意しております。

当社は、本公開買付け終了後におき

ましても、エンターテイメント事業

の更なる拡大を目指しております。

具体的には、現在のオンラインゲー

ムサービスだけではなく、コミュニ

ティサービスとエンターテイメント

コンテンツを融合させた「次世代」

のエンターテイメントサービスの研

究開発を行い、国内外の企業とも提

携を進めながら、サービスのマルチ

プラットフォーム化を推進してまい

ります。サービス提供市場について

は、日本国内はもとより、サービス開

始後、わずか１年で累計登録会員数

1 0 0  万 人 を 獲 得 し た

Aeria Games & Entertainment,

 Inc.を通じた北米市場、また今後の

大きな成長が見込まれるアジア圏市

場をターゲットとし、海外展開をよ

り一層積極的に進めてまいります。

さらに、事業拡大のためのM&A や資

本提携を含めた投資関連事業も加速

させることにより、当社の更なる飛

躍を目指してまいります。

 ②ゲームポットの概要

(1)商号 株式会社ゲームポット

(2)所在地 東京都港区高輪三丁目26

番33号

(3)代表者 代表取締役社長 植田 修

平

(4)設立年月日 平成13年５月17日

(5)資本金 835,935千円

(6)主な事業の内容 オンラインゲー

ム事業

モバイルコンテンツ事業
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前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

３．子会社株式の譲渡について

  平成20年８月26日開催の取締役会

において、当社グループのファイナ

ンス事業の組織再編の一環として、

当社の連結子会社である黒川木徳

フィナンシャルホールディングス株

式会社の当社所有株式の全てを、同

じく当社の連結子会社である株式会

社クレゾーに譲渡することを決議い

たしました。

①株式の譲渡先の名称

　株式会社クレゾー

②異動の日程

　平成20年８月26日

　両社取締役会及び

　株式譲渡契約締結

　平成20年８月26日

　両社取締役会及び

　株式譲渡契約締結

 

③譲渡する子会社の概要

(1)商号　黒川木徳フィナンシャル　　

　　　 　ホールディングス

　　　　 株式会社

(2)事業内容 子会社及び関連会社の

株式を所有することに

よる当該会社の事業活

動の支配及び管理

(3)資本金　 2,414百万円

(4)純資産　 8,635百万円

(5)総資産　20,351百万円

(6)従業員　195 名（連結）

    （平成20年６月30日現在）

④移動株式数及び譲渡前後の所有株

式数

(1)異動前の所有株式数

　　22,145,000株

　　（所有割合　64.4%）

(2)譲渡株式数　22,145,000株

　　（譲渡価額　1,948,760千円）

(3)異動後の所有株式数　－株

　　（所有割合　－%（間接所有

　　　64.4%））

⑤損益に与える影響

　特別損失が約133百万円発生する見

込みであります。

③公開買付者の概要

(1)商号 ソネットエンタテインメ

ント株式会社

(2)所在地 東京都品川区大崎二丁

目１番１号

(3)代表者 代表取締役社長 吉田 

憲一郎

(4)設立年月日 平成７年11月１日

(5)資本金 7,965,891千円

(6)主な事業の内容 

「So-net（ソネット）」ブランド

のもと、ブロードバンド接続サービ

スの提供を中心とした接続事業、並

びに、インターネットを通じたコン

テンツ提供、インターネット広告、

商品販売、ライセンスビジネス、法

人向けソリューションサービス等

のポータル事業等

④公開買付け応募の概要

応募前の所有株式数 41,124株

（持株比率 44.36％）

応募予定株式数 41,124株

（持株比率 44.36％）

応募後の所有株式数 0株

※応募後の所有株式数は、本公開買

付けへ応募する予定の全株式が決

済された場合の株式数です。

⑤公開買付の日程

平成20年２月29日（金）

公開買付期間の開始

平成20年４月11日（金）

公開買付期間の終了

平成20年４月21日（月）

公開買付けの決済の開始

⑥今後の見通し

本公開買付けに対する応募により、

当社が保有するゲームポット株式

の全てを売却できた場合には、ゲー

ムポットは当社の連結対象外とな

ります。また、本公開買付けにより

応募したゲームポット株式の全て

を譲渡できた場合は、当社単体業績

において約45億円、連結業績におい

て約30億円の特別利益が発生する

見込みです。詳細につきましては、

本公開買付けが終了し、譲渡株式数

が確定した時点で速やかに開示さ

せていただきます。
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前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

 ４．子会社の異動について

　当社の連結子会社であります、黒川

木徳フィナンシャルホールディング

ス株式会社は、平成20年８月28日開

催の取締役会において、株式会社ス

リーエスの普通株式を取得すること

を決議し、当社の連結子会社となり

ました。

①株式取得会社の名称

　　株式会社スリーエス

②株式取得会社の概要

(1)事業の内容　セキュリティ及び

              ネットワークシス

              テムの提案・設

              計・構築・保守・

              運用

(2)設立年月日　平成18年７月31日

(3)資本金　　 110百万円

(4)純資産　　△69百万円

(5)総資産　　 252百万円

(6)従業員　　　　225 名

    （平成20年８月１日現在）

③株式取得の時期

　平成20年８月28日　

　黒川木徳フィナンシャルホール

　ディングス取締役会承認

　平成20年８月31日　

　スリーエス株主総会承認

④当該株主の所有株式数（議決権の

数）及び総株主の議決権の数に対す

る割合

議決権の
数

所有株式数

総株主の議
決権の数に
対する所有
割合

異動前
600個
(－)個

600株
(－)株

27.3%
(－)%

異動後
600個
(980)個

600株
(980)株

27.3%
(44.5)%

（注）（ ）内は間接保有分を示し、

内数。

⑤損益に与える影響

　損益に与える影響はありません。

５．投資事業有限責任組合の解散に

ついて

　当社が無限責任組合員として出資

を行っている投資事業有限責任組合

が平成20年８月29日付で解散いたし

ました。
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　 前中間会計期間

（自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日）

前事業年度

（自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日）

 ①解散の内容

　当社は、平成20年8月14日付イン

キュベート・パートナーズ株式会社

との合併に伴い、インキュベート・

パートナーズ1 号投資事業有限責任

組合（以下「ＩＰ組合」）を通じ

て、ダイトーエムイー株式会社（以

下、「ＤＭＥ」という。）の普通株式

3,578,000株（総株主等の議決権の

56.1％）を間接保有しております

が、本日付でＩＰ組合が解散したた

め、ＩＰ組合の保有しているＤＭＥ

の普通株式3,578,000株（総株主等

の議決権の56.1％）は当社が直接保

有することとなりました。

②解散する会社の概要

 (1)名称　インキュベート・パー

　　　　 トナーズ1 号投資事業有

　　　　　限責任組合

 (2)事業内容　ファンド管理・

　　　　　　　運営

 (3)持分比率　100.0%

③解散時期

　平成20年８月29日

④損益に与える影響

　特別損失が約955百万円発生する見

込みであります。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度(第６期)(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月28日関東財務局長に提出。

　

(2) 臨時報告書

　　平成20年２月25日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社の異動）に基づく

　　　臨時報告書であります。

　　平成20年４月15日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号、第12号及び第19号の規定（特定子会

　　　社の異動、当社及び連結子会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与えると見込まれる事

　　　象の発生）に基づく臨時報告書であります。

　　平成20年５月15日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定（当社及び連結子会

　　　社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与えると見込まれる事象の発生）に基づく臨時報告

　　　書であります。

　　平成20年５月15日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定（提出会社が株式交換完全

　　　親会社となる株式交換）に基づく臨時報告書であります。

　　平成20年７月２日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社の異動）に基づく

　　　臨時報告書であります。

　　平成20年７月２日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社の異動）に基づく

　　　臨時報告書であります。

　　平成20年７月８日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16号の規定（連結子会社の事業の譲渡）に

　　　基づく臨時報告書であります。

　　平成20年８月14日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定（当社の財政状態及び経営成績

　　　に著しい影響を与えると見込まれる事象の発生）に基づく臨時報告書であります。

　　平成20年８月28日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社の異動）に基づく

　　　臨時報告書であります。

　　平成20年８月29日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定（当社の財政状態及び経営成績

　　　に著しい影響を与えると見込まれる事象の発生）に基づく臨時報告書であります。

　　平成20年８月29日関東財務局長に提出
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　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定（特定子会社の異動）に基づく

　　　臨時報告書であります。

　

(3) 自己株券買付状況報告書

　　報告期間（自平成19年12月１日　至平成19年12月31日）平成20年１月11日関東財務局長に提出

　　報告期間（自平成20年１月１日　至平成20年１月31日）平成20年２月８日関東財務局長に提出

　報告期間（自平成20年２月１日　至平成20年２月29日）平成20年３月12日関東財務局長に提出

　　報告期間（自平成20年３月１日　至平成20年３月31日）平成20年４月10日関東財務局長に提出

　　報告期間（自平成20年４月１日　至平成20年４月30日）平成20年５月13日関東財務局長に提出

　　報告期間（自平成20年５月１日　至平成20年５月31日）平成20年６月11日関東財務局長に提出

　　報告期間（自平成20年６月１日　至平成20年６月30日）平成20年７月11日関東財務局長に提出

　　報告期間（自平成20年７月１日　至平成20年７月31日）平成20年８月11日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
平成１９年９月２５日

株式会社アエリア

取締役会　御中

　

新日本監査法人
　

指定社員
公認会計士 村　山　憲　二

業務執行社員

指定社員
公認会計士 原　科　博　文

業務執行社員

　

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社アエリアの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間連

結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連

結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アエリア及び連結子会社の平成１９年６月３０日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年

６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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独立監査人の中間監査報告書
平成２０年９月２９日

株式会社アエリア

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
公認会計士 村　山　憲　二

業務執行社員

指定有限責任社員
公認会計士 原　科　博　文

業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アエリアの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日まで

の連結会計年度の中間連結会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連

結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アエリア及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年

６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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独立監査人の中間監査報告書
平成１９年９月２５日

株式会社アエリア

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
公認会計士 村　山　憲　二

業務執行社員

指定社員
公認会計士 原　科　博　文

業務執行社員

　

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社アエリアの平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第６期

事業年度の中間会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務

諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間

監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社アエリアの平成１９年６月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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独立監査人の中間監査報告書
平成２０年９月２９日

株式会社アエリア

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
公認会計士 村　山　憲　二

業務執行社員

指定有限責任社員
公認会計士 原　科　博　文

業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アエリアの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日まで

の第７期事業年度の中間会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間

監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社アエリアの平成２０年６月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成２０年１月１日から平成２０年６月３０日まで）の経営成績

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

　会社は重要な後発事象として、投資事業有限責任組合の解散及び子会社株式の譲渡について記載

している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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